
第10回社会保障審議会年金部会  

平 成 20年 7月 2日  

年金部会におけるこれまでの議論の整理（案）  

平成20年 月 日  

社会保障審議会年金部会   
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品．．、 

1．制度体系  

（1）基礎年金の税方式化等  

◎各方面からの主な提案内容  

○ 少子高齢化など社会経済の環境の変化により、現行制度の稚持が困難となってきており、税方式化することにより抜本的な改革が必要。  
○ 保険料負担が重くなってきており、保険料未納問題の深刻化により無年金者が生じているので、税方式化することにより保険料未納問題を解   
決するとともに、無年金者をなくし、セーフティネットとしてのナショナル・ミニマムを確実に保障することが必要。  
○ 世代間・世代内において保険料負担の格差が生じている。税方式化することにより、これを是正・公平化する。  
○ 年金記録問題により国民の年金制度に対する信頼が失われているが、税方式化することで、年金記録問題が生じず（個々人の拠出実績の記録は   
不要）、行政の効率化も可能となる。  

○ 税方式化の財源については、消費税とするもののほか、一般財源や事業主負担など各種財源の組み合わせとするものもある。  

◎論点  

※「社会保障国民会議第一分科会中間とりまとめ」（平成20年6月19日）より抜粋   

≪税方式のメリットとデメリット≫  

（メリット）   

① 保険制度への加入、未加入、保険料の未納等にかかわらず老後の年金を給付することができる。   
② 保険料徴収の事務が合理化できる。   

③ 社会的に幅広く負担することで公平感が高まると考えられる。  

（デメリット）  

負担と給付の関係網愛昧となり、また財政状況によっては給付の権利性が脅かされることもある。  ①   
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② 移行期に追加的負担が必要となる。  

≪社会保険方式のメリットとデメリット≫  

（メリット）   

① 原理的には給付と負担の関係が分かりやすく、またそのために負担に応じて給付されるという給付の権利性が確保されやすい。   

② 税方式などに転換することによる移行期の費用負担が無くてすむ。  

（デメリット）   

① 未納者について老後の所得保障が得にくくなる。   

② 保険料の徴収もれなど、徴収事務にかかわる問題が避けられない。   

③ 現実の制度としては給付・負担関係への不公平感を生んでいる。  

◎委員意見  

○ 今の保険方式をベースにしていると、どうしても低所得層については未納又は低年金という状況が続くということがあるので、本当に皆年金   
とするには税方式しかない。（E委員）  

○ 税方式では、一定の所得要件、あるいは2階部分や年金以外の収入がある場合には、税で給付する分については減額することも検討すべき。（E   

委員）  

○ 基礎年金の財源論について、現行の事業主相当分は引き続き新たな社会保障税という形で拠出すべき。（E委員）  
○ 未納者には給付を行わないため、年金財政上は影響がないということだが、給付が行われなければ生活保護が増えることとなり、年金だけで   

議論するのではなく、国家財政全体で考える必要がある。（L委員）  

○ 自立自助の考え方を基本とした社会保険方式と、国民皆保険、全国民共通の基礎年金との間には、制度の考え方として異なる面があり、基礎   
年金の全額税方式化も1つの選択肢と考えられる。   

全額税方式の場合には、①国民年金保険料の徴収時効、（劃氏年金者・低所得者に対する加算等、③国民年金保険料の免除制度、④成人年齢の   
見直しと国民年金制度の適用年齢、⑤第3号被保険者制度などの問題は無くなり、①老齢基礎年金の受給資格期間、②育児期間中の保険料免除、   
③非正規雇用者に対する厚生年金適用の拡大等の問題も性格が異なるものとなる。   
替わって、移行過程の措置が大きな問題となる（全額税方式化に伴って、支給開始年齢を65歳からさらに引き上げることを併せて検討すべきで   

ある。）。（Ⅰ委員）   

○ 世代間扶養や保険料方式は重要な考え方ではあるが、少子高齢化の中で現役世代の負担力の限界も考える必要がある。（D委員）  
○ 税方式にする場合や新しい年金制度をつくるときは、制度をどのように変えていくかということと同時に移行措置が重要。（D委員）  

○ これからは医療、介護、年金とも受給者が増え、現役が減っていくから、年金制度、または社会保障制度を改革するときには、国民の全層で   
負担し、知恵を出して支え合うことが必要。（D委員）  

○ 税方式への移行期間30年、40年は、ある程度制度が定着してくれば国民的な合意を得て、移行措置完了にして本制度に移行することもあり得  
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るので、長い期間ではない。（D委員）   

○ 税方式では、どれくらいの給付の厚みが確保されるのか。高所得者が満額を受給すれば、支え手側は納得せず、所得制限ということになるだ   

ろうが、そうなれば制限される側は税金を払いたくなくなる。1万円や2万円が年金の名に値するのか。（K委員）  

○ 基礎年金を全額税方式にし、消費税を財源とするならば、それは逆進性で、生きている人間の中で大きな格差が生じる。（M委員）  

○ 国民年金は、自営業者の所得把握ができないという税制上の欠陥のため、定額保険料にならざるを得ないということだが、これは社会保険の   

問題ではなく、税制の問題。（M委員）  

○ 税方式について、厚生年金を公的年金から外すという前提での議論があるため、基礎年金の税方式、保険方式ということだけで論議するので   

はなく、年金制度全体の体系をどうするかという議論にしないと、不公平となる。（M委員）  

○ 税方式への移行の過程では、まじめに納付した者と未納者を同列に扱わず、未納者については給付を調整することが必要。（N委員）  

○ 税方式を提案する際は、現行制度から税方式にどう移行していくかも含めて行うべき。（F委員）  

○ 現金の可処分所得を充実させるよりは、現物給付を充実させた方が効果的（そのため消貴税財源については医療責等に充てた方が良い）。（F委   

員）  

○ 税方式と社会保険方式の議論がなされているが、最も現実的なのは、現行の形を取りつつ、基礎年金部分の国庫負担を徐々に上げていくこと   

ではないか。（A委員）  

○ 基礎年金税方式化について、未納問題の解決、無年金者をなくす、第3号被保険者問題の不公平感の解消等のメリットが出されるが、読売新   

聞社の世論調査（平成19年11月）において、社会保険方式維持すべきが68．3％、税方式とすべきが25．8％という結果が出ている。国民が、給付と   

負担の関係が明確であることや受給権が明確であるということを公平だと思い、安心だと思っていることの表れではないか。（K委員）  

○ 基礎年金を税方式化したとしても、これまでの未納問題等が解決するわけではない。（B委員）  

○ 基礎年金税方式化について、消費税で賄おうとする場合、自分が支払っているという感覚がなくなるということが問題。自立・自助のため自   

分で支払っていく、自分で老後を作っていくという考え方を持つべき。無年金者については、違う社会制度の問題として扱うべき。（○委員）  

○ 基礎年金税方式化について、なぜ未納・未加入の問題が生じるのかを踏まえて議論すべき。（G委員）  

○ 基礎年金税方式化について、消費税を財源に充てると高齢者も負担をすることになるとの考え方があるが、物価スライドの仕組みがあるため、   

本当に高齢者も負担をすることになるのかどうか。（N委員）  

○ 今は社会保障制度の基盤が弱くならないように、労働と家族への支援強化が必要であり、年金、医療以外の福祉その他の部門の一層の拡充が   

必要である。年金制度に非常に膨大な公費投入をすることによって、社会保障の基盤の強化が弱まる、あるいは遅れるのではないか。（H委員）  

○ 税方式か保険料方式かの点は理論的に再度整理しておく必要があろう。年金のそもそもの意義、機能を「長生きリスクヘの保険機能」と捉え   

るならば保険料方式の方が適切である。年金で引退後の最低限の生活責用を年金給付で賄うとすれば保険料方式はそれを可能とするが、税方式、   

特に消費税で行うとすれば同じ給付額を受けても実質の消費額は消貴税分減少するからである。長生きをする場合、この減少効果は大きくなる。   

実際、簡単なモデルの下、期待効用によって両者を比較すると保険料方式の方が期待効用は大きくなることが確かめられる。（P委員）  
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（2）その他  

◎委員意見  

○ 年金の将来像を考える際は、既に年金を受給している者の存在を念頭に置いて、うまく整合させる必要がある。（N委員）  

○ 基礎年金と生活保護の給付水準が同列に論じられることがあるが、生活保護のミーンズテストはハードルが高いことを国民に伝えていく必要   

がある。（F委員）  

○ 生活保護受給世帯の半分近くは高齢者世帯であり、所得・資産のない低年金者や無年金者は生活保護を受けることになる。生活保護の在り方   

も視野に入れて年金制度を議論すべき。（C委員）  

2，基礎年金国庫負担問  

◎委員意見  

○ 前回改正で3分の1を2分の1に引き上げると決めたのは、国全体としてある意味では約束をしていること。まず2分の1の目標を確実に達   
成するということについて、政府全体として固い決意で取り組むべきではないか。（C委員）  

○ 国庫負担2分の1への引上げというのは、もう既に政府が何度も何度も約束してきたことであり、税制の抜本改革を行った上で2分の1に引   
き上げるというのを反故にするということはできない。（」委員）  

○ 消貴税を議論しながら安定財源を確保するということも、一つの重要な選択肢として議論すべき。（D委員）  
○ 制度体系そのものの議論は重要であるが、税制の抜本改革が行われているこの時期に、まずは喫緊の問題である基礎年金国庫負担割合の引上   
げについて議論すべき。（」委員）  

○ 年金制度の国庫負担を上げるのに好ましい税目の組合せなど細かな制度設計まで税制に関して踏み込むべき。（」委員）  
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3．平成16年改正後の残さ  

（1）国民年金保険料の徴収時効（2年）  

◎各方面からの主な提案内容  

○ 保険料の納付期間の延長（例えば5年）を行うべき。  

○ 納付期限を延ばすことによって、受給権を得られる者が増える可能性があるのではないか。  

○ 現在、強制徴収の徹底等により、負担能力がありながら2年の期限内に保険料納付を行わない者をなくそうとしているなかで、2年を超えて納   

付期間を設けることの意義をどう考えるか。  

○ 他の社会保険制度における保険料徴収権の時効（2年）との関係をどう考えるか。  

◎委員意見  

○ 諸外国の例も参考に保険料納付の時効期間を延長し、受給権付与の機会を拡大するとともに、負担能力のある者に対しては強制徴収期間が拡   

大されることからその徹底を図る等により、未納問題の改善に努めることに賛成である。  

もともと国民年金は社会保険方式をベースに設計されており、保険料拠出期間と年金受給権（受給資格の充足や年金給付績の水準）が連動す   
る仕組みとなっている。このような制度において、短期の消滅時効を設定することは、保険料未納者が受給権を取得する可能性の範囲を狭める   
ものであり、「老齢基礎年金の受給資格期間の見直し」の取扱いとも関連するが、保険料未納者の受給権付与をどのように整理するかという問題   
となる。   

仮に、今後の免除申請の勧奨の強化等によっても保険料未納者を完全になくすことができないとすれば、一定の未納者は今後も存在し続ける   

ことが予想される訳であり、その場合、拠出した保険料が無駄にならず、受給権に結びつくような仕組みを提供することが結果的に未納者の自   
発的な拠出意欲の向上に繋がるものと思われる所以である。（N委員）  

○ 保険料の徴収時効（2年）の見直しに賛成。（B委員）   

0 2年の時効はそのままで、自主的に追納できるようにすべき。これにより、年金額を増やすという要請にもかなう。消滅時効を延ばすと、滞納   

者に対して強制徴収することになり、債権債務関係の確定という消滅時効の趣旨に沿わない。（C委員）  
010年間追納できる学生納付特例制度の適用を拡大する方向で考えられないか。（E委員）  

○ 時効長期化の効果は見極めにくい。国民年金保険料の徴収時効を長期化することによる（1）後で保険料を納めれば良いという被保険者側のモ   

ラル低下の程度、（2）徴収機関側からみて国民年金保険料という大量の小口債権を長期間管理するコストの2点を特に考慮しながら検討を深め   

るべき。（」委員）  
○ 拠出原則の基礎年金であるということに大きく起因し、なかなか明確な回答の出にくい論点と考える。（」委員）  
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○ 納付期限を延ばすことによって、受給権を得られる者がさほど増えるとは考えられず、他方、時効を延ばすことによって債権債務関係の確定   

に時間を要し、事務が複雑化することが考えられる。また、他の社会保障制度における保険料の徴収時効とのバランスを考えても、国民年金保   

険料の徴収時効を延ばすことは適切ではない。（Ⅰ委員）  

○ 免除制度や学生納付特例等の対象にならない支払い能力のある者に、5年間も無利息で納付猶予をする必要があるかどうか疑問。納付意欲を減   

退させるうえ、保険料が給与天引きのサラリーマンに不公平感を抱かせるのではないか。時効や受給資格期間について周知徹底を図ることで、   

時効のために受給権を失うようなケースを減らしていくべき。現状において、徴収時効の長期化で救済される事例が多いとするなら、特例とし   

て時限的に2年を超える過去分の追納を認めることは考えられるのではないか。（K委員）  

○ 免除対象者への勧奨の徹底と一部免除対象者への納付勧奨、および職権で免除を行うこと等に努力を集中した後、保険料の徴収時効を見直す   

べきかどうかを検討すればよいと思う。（H委員）  

（2）老齢基礎年金の受給資格期間（25年）  

◎各方面からの主な提案内容  

○ 受給資格期間の短縮（例えば、10年）を行うべき。  

◎論点  

0 25年の受給資格期間を短くすれば、今よりも年金の受給資格が得やすくなるのではないか。  

○ 短期間で受給資格を得ることが可能となれば、保険料納付意欲が低下し、未納問題が一層深刻になるおそれはないか。  

○ 低額の年金者を増やすことにもつながりかねず、結果的に公的年金に対する信頼が揺らぐことになるおそれはないか。  

○ 諸外国では無業や低所得者については適用除外又は任意加入とされており、我が国とは、制度の基本的な考え方や仕組みが異なっていること   

をどう考えるか。  

○ 受給資格期間の短縮を検討する場合には、受給資格期間分の保険料を納めた者と、40年間全て免除を受けた者との年金額のバランスをどう考   

えるか。  

◎委員意見  

○ 短縮すべき。25年に満たない場合、強制加入・強制徴収が前提になっているから、保険料が掛け捨てになってしまう。具体的に10年とすべき   

か20年とすべきかについては、さらに検討が必要。（C委員）  

010年くらいに短縮すべき。諸外国もそのくらい。国際化している時代に、25年は長すぎる。（E委員）  

○ 短縮すべき。25年に達しない場合、年金額はゼロになってしまう。保険料の納付が無駄にならないよう、給付に結びつきやすい設計にして欲   

しい。（N委員）  

○ 読売新聞は10年に短縮、最低保障年金を創設し、職権免除を実施する案を提示しているが、受給資格期間については職権適用とリンクして考   

えるべき。低所得者は職権免除すればよく、10年しか納付しない「不届き者」のために制度の見直しをするのはどうか。（F委員）  

6   



○ 受給資格期間は基礎年金と厚生年金がセットになっており、25年に満たないと2階部分も含めてゼロになる。2階部分も考慮して議論すべき。  

（C委員）  

○ 受給資格期間を短縮して、10年程度とすることに賛成である。  

現状のわが国の受給資格期間は先進諸国と比較して著しく長いものとなっており、保険料の未納期間がある者にとって、受給権を確保する上   

で大きな障害となっている。  

もともと、昭和60年の基礎年金の導入により国民共通の制度が創設され、20歳～60歳の間、従事する職業に関係なく一貫して適用される制   

度が導入されたのであるから、本来、この時点でこの種の受給資格期間を設ける必要性はなくなった筈である。つまり、法律が遵守される限り、   

全員が40年のフルペンションを受給する仕組みとなったのであるから、さらに法律上で別途25年の受給資格期間を設ける必然性はなくなった   

ものといえる。  

にもかかわらず、あえて基礎年金として、25年の受給資格期間が設けられたのは、何らかの理由で保険料が未納となることを想定したためと   

解される。そうであるとすれば、25年を決める前提として保険料未納者の受給権保護の観点も含めて、適切な受給資格期間はどの程度とすべき   

かを十分検討する必要があったのではなかろうか。  

その際、受給資格期間を短縮化することによって、年金額が僅少となることをもって反対する意見があるが、現状は僅少額ですらなく全く支   

給されない状態（＝0円）からの改善となる点を重視する必要があろう。さらに、基礎年金については仮に40年加入の満額年金を受給できたと   

しても、それだけでは十分な生活ができない正に基礎的な水準であり、何らかの追加的収入が必要とされる現実を考えると、これら低年金者の   

問題は別途の政策課題として対応していく必要があろう。  

なお、企業年金の一種である厚生年金基金においては、1ケ月の加入でも年金が支給される仕組みになっており、短期加入者にも受給権が付与   

される考え方が採られていることを補足しておきたい。（N委員）  

○ 例えば10年に短縮すれば、現在の無年金者およびその予備軍の多くが年金受給者になれると思われる。受給期間の短縮は、目の前にある無年   

金解消の一手段として有効。期間については、納付意欲への影響、低年金者の増加懸念などを勘案しつつ決める必要がある。  

短縮したとしても、20歳から60歳までの40年間、国民年金への加入義務があることに変わりはない。低年金者の発生を防ぐためにも、広報   

の徹底、保険料の徴収強化を図るべき。   

従来は、受給資格期間等についての知識がなかったために、無年金に陥っているケースも多いと思われる。納付意欲や給付水準を考えれば、   

受給資格期間はある程度あった方が望ましい。制度の周知徹底、後出の「低所得者に対する保険料免除制度の職権適用」の導入などで、期間不   

足に陥らない状況が整えば、改めて検討してもいいのでは。（K委員）  

○ 受給資格期間（25年）の見直しに賛成。受給資格期間を短くすることで保険料納付意欲も高まり参加しやすくなる。（B委員）   

○ 老齢基礎年金の受給資格期間短縮の効果も見極めにくいも期間短縮による（1）保険料拠出インセンティブの減退（例えば10年に短縮した場   

合、既に10年を充足している人は未納を選ぶ可能性）、（2）低年金の発生が懸念されるため。   

この論点の根底にあるのは、次のジレンマと考える。「基礎年金」の名を冠する以上、意味ある給付水準を提供したい。すると拠出原則のもと   

では、ある程度の期間を要さざるを得ない。他方、拠出と給付の結び付きという制度の特徴に着目すると、1か月の保険料納付でも給付に結び  
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付く方が国民の期待に応えやすい側面もある。  

仮に、期間短縮するのであれば、もはや「基礎年金」とは呼びにくくなる。逆に、意味ある給付水準を提供しよう、言い換えれば「基礎年金」   

に踏みとどまろうとするならば、期間短縮は好ましくない。（」委員）  

○ “退職後に妥当な生活水準を維持することができる年金資格を取得できること”は年金制度の目標の一つとして重要である。受給資格要件と   

して25年が設定され、その後の改正時にも維持されてきた点は評価できる。  

ただし、中高年齢期に長期失業者となった者や不完全な職歴しかもたない者にとっては、25年の受給資格期間は厳しいであろう。受給資格期   

間の短縮を検討するとしても、上記の目標を考慮し、大幅な短縮は望ましくない。（H委員）  

○ 多方面から、受給資格期間の短縮（例えば、10年）を行うべきとの提案がなされているが、諸外国の例とは制度の基本的な仕組みが異なるため   

に直線的に比較できず、また、10年に短縮した場合の免除制度との整合性への視点が必要である。さらに、25年の最低受給資格があるために、   

その限界年齢である35歳近辺で未加入率が急減しているという事実が報告されていることも認識するべき。（F委員）   

○ 印象として長いと思う。国民皆年金制度の理念からは、少しでも資格取得しやすくすべきで、短縮するのに賛成だが、その結果年金額がどう   

なるか。16，500円や33，000円という水準が、日本の社会保障制度のミニマムのセーフティネットとして適切なのか。資格取得のしやすさのみか   

ら議論すべきではない。（D委員）  

○ 国民年金保険料の免除制度が有効に機能していれば、受給資格期間は現行の25年で差し支えないと考えられるが、現状において、この受給資   

格期間を満たさず、結果的に保険料の掛け捨てとなっている人が、どんな人で、どの位いるのかというデータを踏まえて議論すべきである。（Ⅰ   

委員）  

（3）低年金者・低所得者に対する加算等   

◎各方面からの主な提案内容  

○ 低年金者に対して、「最低保障年金」制度を設け、月5万円を保障するべき。ただし、最低保障年金には所得制限を設け、支給対象を年収200   

万円以下の高齢者世帯だけに限定する。  

○ 低年金者に対して、生活保護をもっと受けやすくするようなは配慮を行うべき。  

○ 低所得者に対して、基礎年金の国庫負担割合を引き上げ（例えば6割）、給付を加算する制度を設けるべき。  

○ 高齢期の低年金や低所得という状態に着目した所得保障制度を設けるとした場合、社会保険方式を採用する年金制度において行うことが適当   

か。   

⇒ 「保険料を真面目に咄年払ってきた方の満績の年金字乱と「最低保障の年金額」や「一定の加算が加えられた年金観」との関係をどう考えるか。保険料納付のインセンテ  

ィブを低下させてまで年金制度で対応することが適切か。  

○ 国民年金制度発足時には免除制度により一定水準の給付を保障する仕組みとしたが、その後の状況変化（家族による扶養機能の低下、年金の役  

8   



割の増大、被保険者に占める非正規雇用者の増加等）を踏まえ、国民年金における最低保障機能についてどう考えるか。  

○ 我が国の社会保障体系の中では、若年者一高齢者を問わず、低年金・低所得等に≠り現に貧困になった者を事後的に救済し、「最低生活を保障」   

する制度として、生活保護があることをどう考えるか。  

○ 年金制度でも生活保護でもない、新たな社会扶助制度として作ることが可能か。その場合、どのような論点があるか。   

（例）民法第8了了条第1項の家族による私的不要義務についてどう考えるか。  

○ 安定的な財源をどのようにして確保するか。  

◎委員意見  

○ 現在の制度は、免除すると低年金になるが、現役のときの経済格差が給付時にも反映されるという今の制度は、本当に日本の社会保障制度と   

してふさわしいのか。（D委員）  

○ 社会保険方式をとる以上、保険料納付の努力が生かされるべきだが、最低生活の保障は大事である。年金とは別の高齢者の最低保障制度を作   

るべき。年金制度は保険原理を貫くべき。（C委員）  

○ 生活保護との関係については、保険料を納付した人は付加的水準が確保できるよう、生活保護の収入認定で年金の一部を除外するということ   

も考えられる。（C委員）  

○ ミーンズテストや就職困難度などの生活保護の厳しい認定基準も議論すべき。（」委員）  

○ 基礎年金は税方式に転換し、切り替え時に未納者・未加入者は減額すべきと考えているが、そのような人には経過的に税で最低保障を行うこ   

とが必要。（E委員）  

○ 低年金者■低所得者に対する加算については賛成だが、どのような制度を考えるか。ドイツは資産調査はせず、所得調査のみをする。イギリ   

スは年金制度以外からサポートする。スウェーデンは所得比例一本だが、一律ではない形で税による保障をしており、ミーンズテストのない生   

活保護だと言われている。生活保護の特別な形を作るべき。（M委員）  

○ 最低保障は年金制度の枠外で行うべきとの意見が出されているが、素朴に考えると、能力に応じて保険料を納付し年金制度に参加してきたの   

に生活保護になるのか、という抵抗があるかもしれない。年金制度への参加意欲が減るかもしれない。（K委員）  

○ 基礎年金水準そのものを7万円に引き上げるべきとの意見なども検討すべきであり、このことは障害基礎年金にも影響がある。与党障害者PT   

の報告書でも障害基礎年金の引上げが提案されており、障害基礎年金の水準も併せて考えるべき。（K委員）  

○ 加算等は今後積極的に検討していくべきアイディア。特に、基礎年金にもマクロ経済スライドが適用されることから、必要性は高まっている   

と考える。（1）設計の核心の一つとなるのは、資力テストの対象。スウェーデンの保証年金のように本来的な年金額だけにするのか、あるいは、   

年金受給時の総合所得とするのか。何れをも課す案も考えられるものの、財政面のメリットが見込める一方、制度が複雑になるデメリット。（2）   

また、本来的には、個々人の資力情報が1つの執行機関で一元的に正確に把握されていることが効率的。こうした加算等を執行していく体制整   

備も重要な論点。（3）このほか、現行制度を前提とすると、仕組みに閲し詰めなければならない点が多い。例えば、拠出原則に基づく基礎年金   

に別途加算を設けたり、あるいは、生活保護の受給をより容易にしたりする場合、基礎年金の拠出インセンティブにマイナスの影響が生じる懸   

念。（」委員）  
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○ 一生を通じて労働市場に最低限の参加しかできなかった者や家庭の崩壊を経験した者など大きな個人的リスクをもつ高齢者がいる。特定グル   

ープの人たちを低所得、低年金から守る視点は不可欠である。（H委員）  

○ わが国の現行の1階部分（再分配的年金制度）における最低保障機能は十分ではない。最低保障は年金制度にとって、第一義の避けて通れな   

いものである。（H委員）  

○ 現行の年金制度の枠組みの中で高齢者の最低保障機能を強化すべきである。  

現行制度に補完的性格を付与することはきわめて重要である。年金制度は、一般的には、それぞれの高齢者を親族または公的扶助から経済的   

に独立させるために、公的制度によって権利を保障し、高齢者の貧困を軽減するというよりはむしろ防止するために設計されている。最低保障   

年金は、不完全な職歴しかもたない人々、または在職中きわめて低賃金であった人々に対するセーフティネットとして作用する。  

OECD諸国のうち、16か国では“対象が限定された年金”、また14か国では“最低年金”が低所得の高齢者に対する1階部分の制度として公的   

年金制度の中で実施されている。高齢期の貧困を防止するため、基礎年金とこれらの年金制度の組合せを採用している国も何か国かある。  

とくに“最低年金”では、考慮される所得が公的年金のみであり、簡素化されており、かつステイグマの問題を排するメリットを有する。  

なお、わが国では、年金制度の枠外で、最低生活を保障する公的扶助として制度設計するべきとの提案もあるが、次のような問題がある。   

① 公的扶助制度（生活保護）では、民法の扶養義務を優先させることが必要であるが、わが国の民法は他の国と異なり、成人した子に親の  

扶養を求めていることから、新たな公的扶助を設けることは難しいのではないか。   

② 公的扶助はミーンズテストを伴うことが必要であることから、常にステイグマの問題がつきまとうと同時に、扶養義務者への援助を好ま  

ない者がいることから、低い補足率が問題となってくる。   

③ 新たな公的扶助制度を設けた場合、運営主体が問題となる。たとえば、年金制度が十分機能していないために制度を創設するにもかかわ  

らず、地方自治体が実施者となり、その負担を求めることには強い反発が予想され、制度化は困難ではないか。国が実施者となる場合は、  

国には年金の事務組織以外の運営機関がないため、事実上年金制度の中に取り込まざるを得ないのではないか。  

これらの点を考えると、年金制度の中で最低保障機能をもたせることが制度化に当たって最も現実的であり、近道ではないかと考える。   

社会保険である現行の年金制度においても、純粋な保険原理に基づかない“社会扶助的な要素”が取り込まれている点を指摘しておきたい。   

① 拠出能力の低い者に対しては免除制度が設けられており、免除を受けた期間については、保険料拠出がないのに税財源により給付（国庫  

負担分）を行うこととしている。   

② 20歳前に障害者となった者に対して、高率の国庫負担による障害基礎年金の給付を行っている。   

③ 20歳前に障害者となった者の障害基礎年金には、所得制限が設けられている。   

豊かな社会における貧困の存続は許されるべきではないと考える。高齢者が貧困のリスクにさらされず、適正な生活水準を維持し、社会に参   

加できるよう保障することを年金改革の目標の一つとすべきである。   

なお、具休的な制度設計に当って、検討すべき課題もあると考えられる。たとえば、保険料納付へのインセンティブや、繰り上げ支給の低年   

金者にも給付の上乗せをするのが適当か等、給付の／〈ランスヘの影響を考慮すべきことは当然であり、十分検討すべきである。   

最後に、高齢者の低所得・低年金を余儀なくさせた多様な社会の問題、そして労働市場の問題に対処する努力も必要であると考える。（H委員）  

○ 社会保険方式の下では、現行の低所得者への保険料免除制度がかなりぎりぎりの配慮－エ夫であり、それでも救えない低所得者に対しては、  
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生活保護をもっと受けやすくするなど年金制度の外でのエ夫をすべきではないか。この問題に正面から応えるためには、基礎年金の全額税方式   

化に踏み切ることが必要になる。（Ⅰ委員）  

○ 低年金者への最低保障機能について、社会保険である年金制度の枠組みで実施することには慎重論も多いが、保険料の納付意欲への影響や、   

通常受給者とのバランスなどを十分考慮した上で、年金制度に取り込む方が、この問題を解決する現実的な対応ではないか。  

年金制度の不足を補う制度を別途設けるとしても、囲も地方も厳しい財政事情の中、年金の実施者の他に実施するところがあるだろうか。結   

局、年金制度の中に位置づけて実施することとせざるをえないのではないか。  

また、国民年金には、皆年金の実現のために、20歳前障害に対する障害基礎年金など、一般の保険では成り立たない福祉の観点からの仕組   

みが盛り込まれている。従って、最低保障が必ずしも年金制度に馴染まないとは言えないのではないか。（K委員）  

○ 社会保険方式をベースとする現行の基礎年金制度において、保険料の拠出を伴わない広範な給付をビルトインすることは公平性の観点から難   

しいものと思われる。このため、低年金者が低所得者となり、老後の所得保障が十分受けられない問題に対する手当ては生活保護の拡充や新た   

な社会扶助制度の展開等、別途の政策課題として取扱うことが望ましい。   

その際、受給対象者に対する資力調査についてはフローの所得に限定する等、現行の生活保護よりも緩和した基準の適用を検討すべきであろ   

う。（N委員）  

○ 低年金者に対しての生活支援を検討。低所得者に対して免除制度の活用。（B委員）  

○ 納付インセンティブを削がないようにしながら、低年金者の保障を行うエ夫をするべき。しかし納付インセンティブを維持しながら低年金者   

の保障を行うことは不可能と言えるほどに難しい。また、例えば、繰り上げ受給をしているために年金額が低くなっている人を、低年金者と呼   

ぶわけにもいかず、そのあたりの知識を国民が共有すべき。   

社会保障国民会議の雇用年金分科会に山田委員が提出した資料によれば、資力調査付給付の受給率の低さが、日本における高齢者の貧困問題   

の一因になっていると考えられる。   

生活保護の受給要件を緩和した制度で対応するという手段は、年金制度でも生活保護でもない、新たな社会扶助制度として作ることに相当す   

るが、民法上の私的扶養義務の問題を検討するべき。（F委員）  

（4）国民年金保険の免除制度   

◎各方面からの主な提案内容  

○ 免除制度について、本人の申請を待たずに、厚生労働省が積極的に、職権で行うべき。  

◎論点  

○ まずは、免除対象者への勧奨の徹底と一部免除対象者への納付勧奨により、現行制度の中での未納・未加入対策を徹底し、将来の無年金・低   
年金者の減少を図ることが重要ではないか。  

○ 職権で免除を行う場合、個々の被保険者が免除要件に該当するか否かを確認する必要が生じる。このため、全国民年金第1号被保険者（約2，100   

万人）の所得を審査する必要が生じるが、このような網羅的な所得審査の仕組みが現実に構築可能か。  
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○ 現に、所得がなくても、免除を申請せず保険料を納付している方がいるが、こうした方の納付意欲に悪影響を及ぼさないようにするためには、   

どのような仕組みにすべきか。  

○ 世帯所得が低くなるにしたがって申請免除者の割合は増加するが、「所得なし」でも4害帰室度は保険料を納付している（平成17年国民年金被保   

険者実態調査）という実態をどう評価するか。  

◎委員意見  

○ 対象の方が未納のままでいるよりは、免除対象になった方が望ましいことだと思うので、勧奨をどんどん進めるようお願いしたい。（F委員）  

○ 広報の徹底が必要。（P委員）  

○ 申請なしに政府が職権で免除するということを行うには、国民から政府に対する信頼が必要。（」委員）  

○ 滞納率がいたずらに大きく捉えられすぎている。年金財政上影響はないが、納付のインセンティブが上がる仕組みが必要。（C委員）  

○ 本人に対して免除の勧奨をすれば、職権免除はしなくてもよい。（F委員）  

○ 申請者が市町村の窓口に来るだろうか。勧奨されても、億劫という状況もあるのではないか。戸別訪問して書類作成を代行するのは、親切す   

ぎるか。（G委員）  

○ 市町村が税を国税からもらうのは1年間かかるが、一年前の所得情報に基づいて判断することしかできない。所得の変動が大きい人について   

はどうするのか。（L委員）  

○ 国民が自ら手続を行うという意識付けをするべきであり、職権でやるのは控え目にすべき。（D委員）  

○ ターンアラウンドを徹底し、申請書類の必要事項は役所で記載し、サインのみ求めるなどをしてはどうか。（E委員）  

○ 免除の制度を周知するための教育・広幸艮をしっかりすることと、職権免除をセットで考えるべき。（F委員）  

○ 所得の低い人や若い人は、免除など年金制度をよく知らないことが多い。また、免除の手続を社会保険事務所に行かなければできないとなる   

と、面倒になってしまうのではないか。（G委員）  

○ 個人所得課税と一体的に議論すべき。年金保険料には反対給付があることなどから租税と全く同じではないとはいえ、水平的公平の問題を完   

全に避けることは出来ない。個人所得税・住民税における給与所得控除の背景の1つは水平的公平の問題。国民年金保険料の免除制度の見直し   

は、税制と一体的に、具体的には、給与所得控除の縮小が給与所得者に受け容れられるような土壌作りのなかで進められることが好ましいと考   

える。こうした議論のなかで、「免除制度の見直し」というよりも論点を大きく設定し「定額保険料」そのものの見直しに着手すべきではないか。  

（」委員）  

○ 現在社会保険庁が行っている免除申請をしていない者に対する勧奨を徹底すべきであり、本人の申請を待たずに職権で行うのは、行き過ぎで   

ある。（Ⅰ委員）  

○ 所得情報に基づき行政側が一方的に手続きをしてしまう、というようなものではなく、書類等を行政側が作成し、本人の同意を得て手続きに   

入る形を想定している。もちろん、適用対象であっても保険料を納めたい人には納付してもらう。現行の免除勧奨をさらに徹底させて、こうし   

た適用が実現できるなら、それで結構。（K委員）  

○ 国民年金の免除を本人の申請を待たずに職権で行うことについては、加入者本人の拠出意思と無関係に免除が進められる可能性があり、また  
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以前問題となった収納率向上対策として安易に行われる危険性があるため、賛成できない。  

今後は、従来以上の丁寧な説明による免除勧奨を通じて、本人の意思に即した免除申請が円滑になされるように努めていくべきである。（N委   

員）  

○ 社会保険力弓童制加入となっている理由の一つは拠出回避にある。社会保険庁の調査によると、若年（20歳～29歳）の第1号未加入者の制度周   

知度はかなり低い。「国民年金の加入義務」や「納付義務」について周知している第1号未加入者の割合は約50％にすぎない。また、制度の仕組   

みの周知度はさらに低くなっている。支払うべき保険料と受けとる給付一 年金制度では、生活上のリスクに対してどのような所得保障が   

行われているか、財源はどのように調達されているか、子ども世代、学生世代、若年の労働世代に年金制度に関する情報が容易に理解できるよ   

うな形で提供されなければならない。（年金教育の必要性）。   

“拠出が困難な者”に対してもー定の保障を確保する仕組みは必要である。現行制度では免除制度が設けられているが、その権利と義務を行   

使しない者がいる。国民年金の加入・保険料納付のメリット、逆に、未加入・未納のデメリットを社会保障関連制度に仕組み、加入・保険料納   

付の誘因を高めることも考えてよい。   

2006年多段階免除制の実施により申請免除者数は増加傾向にあるので、今後も免除対象者への勧奨の徹底を行うとともに、職権で免除を行う   

ことを検討してもよいと思う。（H委員）  

○ 本人の申請以外は認めない現行の仕組みを転換する「逆転の発想」をして、役所が本人に説明し、同意を得たら、手続きを代行してあげても   

いいのではないか。（F委員）  

（5）育児期間中の保険料免除   

◎各方面からの主な提案内容  

○ 子どもが3歳になるまで、基礎年金の保険料は夫婦とも無料化。厚生年金の加入者については、保険料のうち基礎年金に相当する部分（年収の   

5％程度を労使折半）を無料化。その分は、税で肩代わりすることとし、給付には反映させる。  

○ 年金制度は次世代が育たないと成り立たないことや、実際の子育てに伴う負担を考えると、国民年金、厚生年金の別を問わず、子どものいる   

世帯と子どものいない世帯との公平を考慮して年金制度としても何らかの対策を検討すべきであるか。  

○ 現行の育児休業期間中の保険料免除については、厚生年金グループ内での支え合いという考え方に立ち、この期間の給付は全額保険料で賄わ   

れることとなっている。これに対し、定額保険料・定額給付である国民年金は、低所得者にかかる保険料免除期間についても国庫負担相当の給   

付しか行われないなど世代内の所得移転のない制度であり、育児期間中の保険料免除を導入するとした場合、保険料財源を用いることに他の被   

保険者の理解が得られるか。  

○ 子どもを持つ被保険者すべてが育児等に伴って収入が下がるというわけではなく、負担能力を問わずに子どもがいることのみを持って一律に   

保険料負担を要しないとすることが適当か。  

○ 安定的な財源をどのようにして確保するか。  

13   



○ 政府全体として取り組むこととされている少子化対策において、どのように位置付けるか。  

◎委員意見  

○ 自営業者についても、子育て支援策の観点から、子育て世帯についての保険料免除制度を拡充することを検討すべき。（K委員）  

○ 厚生年金で保険料免除をしているのなら、国民年金についても議論してもいいのではないか。（G委員）  

○ 第1号被保険者の半数1，000万人は雇用労働者であり、適用事業所でない中小零細企業や、短時間パートで占められている。出産に関しては   

厚生年金の被保険者と同じ状況なのに、なんら免除がないということでいいのか。厚生年金の適用拡大が直ちにはできないのなら、子育て支援   

の強化の観点から、第1号被保険者についても免除を考えざるを得ない。（E委員）  

○ 年金制度は世代間扶養。保険料を無料にしてほかの人が肩代わりする。税ではなく保険料で肩代わりするのが筋。母子家庭の制度への貢献を   

給付に反映するということが検討課題になってもいい。（C委員）  

○ 趣旨は好ましい。もっとも、第3号被保険者の仕組みと同様、説明が付きにくい点がある。第3号被保険者の仕組みは、家事、育児、介護な   

ど家庭内労働を年金制度のなかで積極的に評価している点で大きな意義を有しているものの、（り なぜ国民年金にそうした仕組みがなく厚生・   

共済年金だけなのか（自営業者を夫に持つ専業主婦もいるはず）、（2）専業主婦世帯への再分配の財源を単身世帯や共働き世帯も保険料の名目で   

負担しなければならないのか、（3）働く必要のない裕福な人まで第3号でなければならないのか、についての説得的な理由がないと思われる。   

あるべき姿としては、全国民を対象に本趣旨が徹底され、再分配的な財源であるので税で賄われるのが適していると考える。（」委員）  

○ 現行制度を前提とせず、1階部分と2階部分の責用負担を切り離していくことでよりクリアな制度設計が期待出来る。（」委員）  

○ この制度によって出生率の回復が認められるのであれば、その財源として年金積立金を使用することも検討に値しよう。広く、少子化対策の   

財源は国債の発行によって賄うのが適当と考える。要するに負担は将来世代が負う訳であるが、将来世代数がその分増加していれば一人当たり   

負担は大きくないからである。ところが公的年金は現在積立金を持っており、それを財源とすることは国債の発行と同じ効果を持っているので   

検討に値すると思われる。当然ながら慎重に検討されなければならない。（P委員）  

○ 次世代育成支援の観点は、年金制度上重要である。ただし、年金制度を支える層を増やす効果は、在職老齢年金に比べて間接的なものである   

だけに、財政投入により国民年金にも育児期間中の保険料免除を導入すべきかは難しい判断である。（Ⅰ委員）  

○ ぜひ実現してほしい。現行の育児休業中の保険料免除は、厚生・共済年金加入者のみ、しかも、育児休業を取得した場合のみ適用される。し   

かし、経済的な事情や職場環境の問題で育児休業を取得できない人もまだ多い。また、自営業者等の国民年金第1号被保険者とその妻にはこう   

した制度がないうえ、第1号の妻は専業主婦であっても第3号被保険者になれない。不公平感がある。   

年金制度の枠外で実施すべきとの意見もあるが、少子化対策、育児支援はあらゆる制度を通じて取り組んでいくべき課題。年金の恩恵を感じ   

にくい若年世代が、年金制度への参加意欲を向上させる効果も期待できる。（K委員）  

○ 次世代育成のために厚生年金グループで行っている保険料の免除制度と同等の仕組みを国民年金グループでも行うことに賛成である。   

賦課方式の年金制度においては、次世代が現世代を支える構造になっており、その担い手となる子供の育成に伴う負担を軽減する措置は、国   

民年金、厚生年金の区別なく実施されるべきである。国民年金は定額保険料・定額給付であり、世代内の所得移転のない制度というが、障害年   

金等においては保険料納付期間に比例しない給付がなされており、本件、育児期間中の保険料免除についても同様の考え方により導入すること  
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ができよう。（N委員）  

○ 育児期間中の第1号被保険者の保険料負担への配慮措置も必要。（B委員）  
○ 諸外国では、育児・介護のために労働力となれなかった期間については、手当もしくは給付によって、また拠出制年金保険の拠出期間として、   
社会的に認められるべきであると考えられ、制度上考慮に入られてきた。これは、年金制度の中で、育児・介護を“優遇”するのではなく“よ   
り平等な（ポジティブな男女平等）”給付を保障しようとするものである。すなわち、支払われた保険料の額が給付レベルを決定することを認め   

るが、特別な考慮事項やその他の規定をシステムに組み込み、より平等な給付を保障しようとするものである。育児や介護のように社会的に承   
認された機能を果たす者に対して、育児や介護を行った期間を拠出期間として認める、または所得の不平等が給付にも反映されることを防止し、   
平等な給付を保障するなどである。この基準の適用は、必然的に何が公正かについてのイクスプリシットな社会的判断を必要とする。   
遅ればせながら、1994年に育児休業中の厚生年金保険の本人負担分の保険料免除制度が創設されたことは評価できる。しかし、検討課題とし   

ては、上記のような考え方に基づくと、①第3号被保険者に限定せず、第1号被保険者・第2号被保険者にも適用すべきである。②保険料免除   
のみでなく、外国で実施されているように、この制度をさらに補強し、年金額の増額を行うべきである。（H委員）  

（6）非正規雇用者に対する厚生年金適用の拡大等   

◎各方面からの主な提案内容  

○ パート労働者等のうち現在厚生年金の対象となっていない者に対して厚生年金を適用すべき。  

○（被用者年金一元化法案に盛り込まれている内容以上に）新たな適用を猶予する企業規模を従業員100人以下とすべき。  
○ 国民年金保険料を事業主がパート労働者の給与から天引きして代行徴収する。  

◎論点  

○ 事業主が保険料負担を行う被用者の範囲をどのように考えるか。  

○ パート労働者や事業主に対して新たに生じる保険料負担について、どのように理解を得るか。  

○ 低所得のパート労働者への適用拡大をするには、現行の標準報酬月額等級の下限の改定が必要となってくるが、この場合、国民年金保険料と   
のバランスをどう考え、制度設計をすべきか。  

○ まずは、被用者年金一元化法案の早期成立が必要ではないか。  

○ 基礎年金番号等の被保険者の基本情報、被保険者が保険料免除該当者か否か、被保険者の支払うべき保険料額、事業主が源泉控除した保険料   
額などについて、社会保険庁と個々の事業主との間で頻度の高い情報のやりとりを行う必要が生じるが、このような事務システムの構築が実現   
可能か。  

○ 新たな事務負担が増えることになる事業主から理解が得られるか。  

○ 事業主が天引きを行うことによって、被保険者本人が保険料納付を行うという意識に悪影響を及ぼすおそれはないか。  
○ どのような形で事業主からの徴収を実施するのか。例えば、任意とするのか強制とするのか。手数料の扱いをどうするか。賃金が低い者や複   

数事業所に勤務する者から徴収を行う場合は、実務的な対応をどのように行うのか。  
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◎委員意見  

○ 短時間労働者だけでなくて、フルタイムで働いている5人未満の事業所で働いている雇用労働者も、厚生年金が実質的には適用になっていな   

い。短時間労働者に限定せずに、そういう面も含めた検討が必要。（E委員）  

○ パート労働者であれば基幹労働者でないということではなく、パート労働者の多様な実態とか、職場での位置付けを踏まえながら社会保険制   

度にふさわしい適用の在り方というものを考えると同時に、やはりパート労働者と正規労働者の均等処遇というものを図っていくことも重要。  

（C委員）  

○ これからの人口減少社会において、女性が働くということがますます重要な役害“こなるので、働く女性を支援するような社会保障制度という   

ことを考えていくべき。（A委員）  

○ 収入が少なくても、将来よりも今の方を好んでしまう傾向があることから年金のカバレッジをより広くしていくことが必要。（P委員）  

○ 今の厚生年金あるいは社会保険が、雇用形態の多様化に十分対応していないというところに最大の問題意識がある。雇用形態に十分対応した   

社会保険、特に被用者年金なり健保の適用ということを今きちんと見直すべき。（E委員）  

○ 正社員に近い・近くないということではなく、雇用労働者、被用者に対する厚生年金の原則適用を考えるべき。（E委員）  

○ 原則適用が基本で、現実的に適用を図っていくには今の労働時間4分の3を引き下げることが現実的な対応方法。（E委員）  

○ すべての非正規労働者㌧パート労働者を含めて原則適用にすべきで、それこそが労働者間の連帯感を強める。賃金が低いパート労働者が厚生   

年金に入ることにより連帯感が薄まるということにはならないので、あまり賃金要件を厳しく見る必要はない。（E委員）  

○ パートの人たちが責任と誇りを持って働いていくためにも、ぜひ適用拡大を進めていくべき。（G委員）  

○ すべての雇用労働者を適用するのでない限り、就業調整の問題が起きる。これにもう一つ収入要件と期間が加わると、新たな就業調整あるい   

は事業主による適用逃れの問題も生じてくる恐れがある。（A委員）  

○ 未納・未加入問題に関して、パート労働者の厚生年金適用拡大の議論があったが、年金一元化法案では、これが中途半端な形で反映されてい  

る。原則としては、企業が雇用する者に対しては社会保険を適用すべき。（A委員）  

○ 第1号被保険者2．200万人のうち半分は雇用労働者だが、これは本来の第1号被保険者の対象ではなく、自営業者は第1号被保険者の4分の1   

しかいない。パート等に対する厚生年金の適用を、現実的にどこまで広げていくかということが問題となる。（E委員）  

○ 自営業者グループにも報酬比例年金を作ることについて、幸辰酬比例部分は所得再分配が行われないので、2階部分のみ別途作るのであればクロ   

ヨンの影響を受けずにできる。第1号被保険者に報酬比例年金を作る意味は、障害年金・遺族年金が出るかどうか。このような自営業グループ   

ヘのアプローチと同時に、非正規雇用者への厚生年金の拡大を考える、これを全体として議論すべき。（C委員）  

○ 厚生年金適用の拡大は、被用者年金一元化法案をさらに進めるべき。厚生年金の事業主の保険料負担の問題、今は個人の従業員の賃金に着目   

して標準報酬月額をベースにして保険料を計算しているが、これを、労働保険の保険料負担と同じように、事業所の従業員全体の総支払い賃金   

に対する一定の領域として集めるということにすれば、正規だろうと非正規だろうと関わりなく、適用拡大できる。（E委員）  

○ 雇用労働者は厚生年金を適用することが原則。内容は不十分だが、被用者年金一元化法案を成立させ、早く適用拡大をすべき。（A委員）  

○ 昨年行ったパートのワーキングでは、結局310万人のうち5％の15万人にしか適用拡大されないことになった。法案を通すだけでなく、もう少   

し進めて考えたい。（F委員）  
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○ この年金部会で一度結論を出している内容の法案に上乗せして議論できるなら、さらに進めるべき。（L委員）  

○ 複数事業所に勤務する第1号被保険者が増えている。このようなマルチジョブホルダーに厚生年金の適用を拡大することについて問題提起に   

加えるべき。名寄せが難しいというが、コンピューターが発達しているのでできるのではないか。（」委員）  

○ 第1号被保険者の非正規労働者はパートだけでなく、強制適用事業所以外の事業所に勤務している人も含む。適用業種の見直しも必要。（E委   

員）  

○ 先ずは、継続審議となっている被用者年金一元化法案の成立を目指すべきである。さらに適用範囲の拡大を図るべきであるが、その際、第3   

号被保険者のあり方も併せて検討すべきである。（Ⅰ委員）  

○ 国会提出中の法案の早期成立を。そのうえで、新基準のうち、勤務期間、事業所規模について、さらに拡大してゆくべき。標準報酬月額の下   

限については、国民年金保険料とのバランスから引き下げは困難と思われるが、これが厚生年金の適用逃れの手段に利用されないよう、監視し   

ていく必要がある。（K委員）  

○ 当面、被用者年金一元化法案に織り込まれた正社員に近いパート労働者についての厚生年金の適用拡大の早期成立が期待されるが、パート労   

働者に対する厚生年金の適用拡大の問題は、引き続き推進していかなければならない重要課題と考える。  

その場合、適用を猶予する企業規模の最終的な目標は従業員数5人未満として、この目標に向けて適用猶予の水準を順次、計画的に引き下げ   

ていく方法が現実的な手法ではないかと考える。この場合、標準報酬の等級下限はパート労働者の実態に合わせて引き下げ、保険料拠出を行い   

易くすることが望ましい。  

また、新たな等級下限に基づく保険料の額が国民年金保険料の水準に満たない場合であってもそれは容認し、考え方としては厚生年金グルー   

プ内での所得移転がなされているものと整理する。  

なお、国民年金保険料を事業主がパート労働者の給与から天引きして代行徴収する案については上記適用の拡大の涜れに反するものであり、   

現状の適用猶予を固定化させる懸念があるので、賛成できない。（N委員）  

○ 厚生年金の適用拡大に賛成。（B委員）  

○ 年金制度改革の目標の一つは、よりフレキシブルな雇用形態と職歴のパターン、および社会における男女の役割の変化に適合できるよう保障   

することである。被用者年金一元化法案における適用基準をこえて、さらに適用拡大を行うべきである（とくに企業規模）。（H委員）   

○ パート労働者の処遇の在り方やパートの労働市場の在り方も議論され、それがつくり直されていくということもあるから、そういう方向性も   

見ながら今回の短時間労働者の年金をどうするかについては、併せて議論していく必要がある。（D委員）  

○ ある条件を設定して短期労働者についても厚生年金の適用者を作っていくという議論そのものは否定すべきでない。そのためには事業主の協   

力や理解、納得が当然必要だし、また協力があって初めて非社員の社員化という議論も有意になる。（D委員）  

○ 中小企業についてはバブル後の経済状況とバブルから立ち直ってきた今日の状況はそれほど変わっていないのではないか。せっかくここまで   

景気が持ち直してきているのに足を引っ弓長ることになるといけないので、激変緩和については十分考慮していく必要があるだろう。（D委員）  

○ 現実問題としてパートの労働に依存しながら日常の仕事をやっているという業種が現にあるという実態を無視することはできないので、それ   

についても十分な配慮をしながら議論していくべきではないだろうか。（D委員）  
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○ 厚生年金の適用拡大という大目標は好ましくとも、賃金基準の98，000円をさらに引き下げることは国民年金制度加入者との公平性の観点から   

許容されにくいと考える。現行制度を前提とするならば、一元化法案成立後のさらなる適用拡大としては、勤続期間基準や事業所規模基準の緩   

和などに限られる。（」委員）  

○ 現行制度を前提とせず、1階部分と2階部分の費用負担を切り離していくことでよりクリアな制度設計が期待出来る。（」委員）   

○ 第1号被保険者であるパート労働者が納付を確実に行えるように、事業主も周知・広幸引こ協力すべきだが、事業主が保険料徴収についても行   

うことは、納付意識の欠如につながり、自助自立の観点からも慎重に検討すべき。また、パート労働者は短期間で転職をすることが多く、事務   

処理上の問題などもある。（D委員）  

○ 国民年金保険料の事業主徴収について、社会保険庁と個々の事業主との事務システムの構築は社会保険庁の問題。具体的な事務フローを書い   

て、新たな事務負担の増加を抑制するエ夫がないか考えるべき。（」委員）  

○ 被用者年金一元化法案を成立させた上で問題を考え進めるべき。国民年金の事業主徴収は、様々問題があり、いろいろなフローを考えて詰め   

るべき。（○委員）  

○ 国民年金保険料の事業主徴収は、現行制度のままだと問題が多い。（り事業主の納税協力費用増となる。現在、事業主が負っている個人所得   

税、個人住民税、社会保険料の源泉・特別徴収などの納税協力車用の縮小が先決。具体的には、国、地方、社会保険料間の課税ベースの重複整   

理や徴収一元化など税制と行改の根本的見直し。（2）同じ職場に、給与から14，410円が天引きされる人と7，000円程度しか天引きされない人（し   

かもこの人の方が給与は高く、給付も多い）が混在する状況は、好ましくないのではないか。こちらは懸念。（」委員）  

○ 国民年金保険料の事業者徴収は、適切でない。（Ⅰ委員）  

○ 国民年金保険料の事業主徴収については、ワーキンググループでのヒアリングの際に、／く－トの多い業界の一部からも前向きな発言をいただ   

いた。事業主に新たな事務負担を求めることになるが、本来なら厚生年金に加入させて保険料の事業主負担を求めるべきところであり、雇用者   

としては、正規■非正規を問わず従業員の将来に責任を持つのは当然ではないか。（K委員）  

○ 少なくとも雇用主については労働時間と関係なく保険料を支払うという制度にすることも検討すべき。（F委員）  
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（7）成人年齢の見直しと国民年金制度の適用年齢  

◎論点  

○ 成人年齢の見直しに関する議論を踏まえつつ、国民年金の適用年齢を引き下げる必要はあるのか。  

○ 現状では、22歳位までは大学生等の学生が太宗を占め、一般的に、20歳から生産活動等に従事しているとまではいえない状況にあることを踏   

まえ、どう考えるか。  

○ 現在、国民年金は20歳から60歳までの40年間の保険料納付でフルペンションを支給するという制度設計であるが、適用下限年齢（20歳）を見   

直す場合、40年という現行加入期間との関係で、適用上限年齢（60歳）についてどうすべきか。  

○ 被保険者となる20歳前に生じた障害に対しては、障害者が20歳に到達し、国民年金の被保険者となった時点で障害が発生したものとみなし、   

20歳から障害基礎年金（「20歳前障害基礎年金」）を支給しており、この障害基礎年金に対しては、通常の国庫負担より高い率の特別国庫負担が   

行われている。また、20歳到達前については、特別児童扶養手当等福祉的手当が支給され、20歳という年齢を介して切れ目のない保障が実現さ   

れている。こうした中、国民年金の適用下限年齢を見直す場合には、「20歳前障害基礎年金制度」について、その支給開始年齢や、特別児童扶養   

手当の支給対象年齢についても、適用下限年齢の見直しに合わせた変更を行うのか、といった点について検討する必要がある。  

◎委員意見  

0 20歳の大学生から保険料をとること自体おかしいと思っている。適用年齢を引き下げるべきでない。（M委員）  

○ 大学卒業年にあたる22～23歳から働き出しても、60歳台前半まで働けばモデル年金の受給に必要な40年間の加入期間を満たすことが可能で   

あり、20歳からの学生に国民年金保険料を課すことにどれほど意味があるのか疑問。まして学生には所得がない。仮に国民年金に加入させると   

しても、学生にとってもリスクとして存在する障害基礎年金部分だけを切り出して加入させる方向を検討したらどうか。（」委員）  

○ 保険料の徴収は、稼得と連動させるべきであり、適用年齢の引き下げは適切でない。（Ⅰ委員）  

○ 稼得能力のない者を加入させるのは制度の趣旨から言って疑問。適用年齢を引き下げる必要性は感じられない。むしろ、検討するとすれば、   

適用年齢の引き上げではないか。より年金制度に関心を持つ世代に適用範囲をシフトさせれば、納付率の向上が期待できる。適用前の障害の取   

り扱いについてはエ夫する必要がある。ただ、学生納付年制列なども定着しつつある状況を考えれば、優先度の高い検討事項とは言えないのでは   

ないか。（K委員）  

○ 現行の20～60歳という国民年金の適用年齢は、昭和36年に国民年金が導入された時点での成年年齢から支給開始年齢までの期間としたこと   

が継承されているものと思われるが、その後の制度変更によって、今日では積極的な意味をなくしている。ここでは、成人年齢との関係で適用   

年齢の問題を提起しているが、むしろ支給開始年齢との関係から適用年齢は65歳まで延長すべきものと思われる。   

その際、40年の保険料納付でフルペンションを支給するという現行の制度設計を変更し、上限なしの納付期間比例の定額年金（基礎年金導入   

前の旧国民年金法にもとづく老齢年金の方式）とすべきであろう。   

また、成年年齢が18歳に引き下げられた場合、引き続き国民年金のみが20歳からの適用を継続することになると他の制度との調和がとれな   

くなるばかりでなく、新成人として保険料納付義務を果たすという自覚が育まれない虞が懸念される。現在でも18歳から企業で勤務している者   

については厚生年金が適用されているのであり、国民年金についても新成人年齢に変更することでむしろ整合性が高まるものと思われる。  
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また、現行の適用年齢のうち20～22歳の間は所得のない大学生等の学生が太宗を占めており、適用開始年齢を18歳へ引き下げることは、所   

得のない者への適用拡大になるとの指摘もあるが、実態的には学生納付特例を申請する時期が3年生から1年生に早まるとしヽう事態に変わるだ   

けのことと考えられる。   

仮に成年年齢が18歳に引き下げられ、国民年金の適用年齢も18～65歳に拡大された場合、納付期間比例の定額年金を用いれば47年納付実績   

のある者の基礎年金額は77．6千円（＝66千円×47／40）に引き上げられることになる。   

なお、現行の20～60歳という国民年金の適用年齢は、厚生年金の適用年齢よりも短く、この範囲外（20歳未満又は60歳以上）の被保険者に   

ついては、その納付する保険料の中に含まれる基礎年金対応部分が、給付に反映されておらず掛け捨てになっているが、上記のような適用範囲   

の拡大によって拠出に見合う給付が実現されることになる点も見逃せない大きなポイントである。（N委員）  

○ 国民年金の適用年齢は引き下げなくても良い。（B委員）  

○ 近年、高等教育への進学率は上昇しており、国民年金の適用下限年齢を見直す必要性は低いと考える。（H委員）  

（8）高齢者雇用と整合的な仕組み（在職老齢年金等）  

◎各方面からの主な提案内容  

○ 年金を受給する者の就労に抑制的に機能し、高齢者の就労促進を妨げており、高齢者の就労を阻害しない、働くことに中立的な制度とするべ   

き。  

○ 在職老齢年金被適用者との公平性を確保するため、賃金ではなく、総収入をベースに、年金額を調整すべき。  

◎論点  

○（引動いても年金が不利にならないようにすべきという考え方と②現役世代とのバランスから一定の賃金を有する高齢者については給付を制限   

すべきという考え方の両者の立場から、「就労し、所得を得ている者に対して、どの程度所得保障として年金を支給する必要があるのか」、「適用   
を行う（保険料負担を求める）必要があるのか」について、どのように考えるか。  
○ 支給開始年齢の引上げが法定され、60歳台前半の年金がいずれなくなることを前提として、どのような制度とするのか。  
○ 在職老齢年金制度については、これまでも、高齢者の就労を阻害しないような配慮（賃金の増加に応じて賃金と年金の合計碩をなだらかに増加   

させる改正（平成6年）、一律に年金の2割を支給停止する仕組みの廃止（平成16年））を行ってきているが、実際に就労をどの程度阻害している   
のか。  

○ 働くことに中立的な制度とするのであれば、70歳以上の者についても保険料負担を求める必要はないか。  

○ 高い所得のある高齢者が年金を受給することについて、保険料の負担を行う現役世代とのバランスをどう考えるか。  

0 60歳台前半の在職老齢年金制度について、年金の支給停止が開始される現行の点（賃金と年金の合計額が「28万円」超）は、主に、年金受給   
者とのバランスを考慮し設定されているものではあるが、働いている者とのバランスを考慮すべきではないか。  

○ 高齢者の就労意欲を嵩めるという観点から、在職老齢年金制度を改善し、年金の支給割合が現行よりも増加する仕組みにした場合、年金の増   

加分が賃金の低下により相殺されるおそれがあるとすれば、真に、高齢者の就労を促進するため、何らかの対策が必要ではないか。  
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○ 在職老齢年金制度を廃止又は縮小した場合には、その分給付費が増加することとなるが、年金財政に与える影響をどう考えるか。  

◎委員意見  

○ 働き方への中立性を尊重すべき。（L委員）  

○ ディペンディング・コントラウションといった請負では、給与所得や賃金のみならず事業所得を得ているが、在職老齢年金制度によるカット   

の対象にならない。また、このような雇用関係に限定せず、繰上げ・繰下げなどによる生涯期待年金が一定になるよう検討すべき。（」委員）  

○ 現在の在職老齢年金制度は厚生年金の被保険者を前提にしているが、フルタイムと同じ働き方をしているパヒトの人や非適用事業所勤務者と   

の公平性を確保するため、総収入をベースに年金額を調整する必要がある。（E委員）  

O 「働き方への中立性」の意味をどう捉えるか。70歳以上の在職老齢年金制度を廃止するとした場合、多くが会社の役員等で高額報酬を得てい   
るのに、年金もまるまるもらえて格差が広がる。（C委員）  

○ 在職老齢年金は、現役世代の保険料負担軽減という財政的寄与が唯一最大の意義。他方、制度が持つべきロジックを犠牲。給与所得のみが年   

金カットの基準となっている点も「狭い」点で問題。年金受給資格者が就労した場合の年金給付について、あるべき論としては、拠出と給付の   

リンクする社会保険を標模する以上、いったんは年金として給付し、その上で、給与所得、年金（雑所得）、事業所得などを合算した総合所得へ   

の課税を行い、それを年金特別会計へ繰り入れる仕組みとすべき。公的年金等控除のもう一段の見直しを含め個人所得税制と一体的に議論する   

のがいいと思う。（」委員）  

○ 高齢者の就業を促進することによって、年金制度を支える層を増やすことは、極めて重要な観点である。老齢年金の受給開始時期を各人が選   

択できるようにし、受給開始時期によって総績が変わらないようにすべきである。（Ⅰ委員）  

○ 諸外国では、支給開始年齢以降については就労所得があっても年金額が減額されない取扱いが多い。この背景には、年金受給権と雇用契約に   

もとづく賃金とは、それぞれ別個の契約に基づく収入であり、賃金はあくまで働いた労働の対価として得られたものであって、その賃金が得ら   

れたことを理由に本来の年金受給権が減額されてよいとする考え方がなじまないためと思われる。   

確かに、社会保険方式の公的年金制度において、年金受給権が保険料拠出実績とは関係のない理由、特に労働の対価としての賃金を得たとい   

う理由で減額されることの正当な根拠を見出すのは難しいように思われる。  

したがって、年金受給権を確保するという観点からは、支給開始年齢以後の年金給付については、在職している場合でも減額しない取扱いが   

基本的な考え方となる。   

わが国では、現在、支給開始年齢が計画的に65歳まで引き上げられる途中にあり、また、企業に対しては65歳までの定年年齢の引き上げや   

雇用継続制度の導入などが義務付けられている。このような中で、現行の60歳代前半の在職老齢年金の仕組みは、65歳支給開始までの経過的な   

段階での取扱いであると理解できる。  

したがって、この間に年金受給要件を満たして、なお在職している者については、いわば支給開始年齢の延長を先取りする形で勤務すること   

を選択している存在であると考え、60歳代前半の在職者については老齢年金の年金給付は全部停止する取扱いが想定しうる。   

逆に、65歳以上の在職者については、基本的に減額しない年金を給付する方法が年金受給権の確保を重視する考え方からの当然の帰結となる。   

また、基礎年金が減額対象とされていないこととも整合的になろう。  
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このような年金受給権確保の視点だけからの議論は、やや極端な結論になっているかも知れないが、（新）支給開始年齢を境に減額の有無を区   

分する取扱いが簡素で分かりやすいと考える所以である。（N委員）  
○ 高齢者の就労と年金について、年金制度は、   

・高齢者の就労参加に対する有効なインセンティブを与えること   

・労働者の早期退職を奨励しないこと   

・定年年齢を超えて労働市場にとどまることへのペナルティを課さないこと  

一 労働から退職へ徐々に移行する機会（段階的退職）の選択を容易にすること   

等の視点を考慮に入れ設計することが望ましい。（H委員）  
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（1）第3号被保険者制度  

◎各方面からの主な提案内容  

○ 専業主婦は、被保険者本人が保険料を負担せずに、基礎年金の給付を保障されている。  

○ 特に、一定程度の給与所得がある場合であっても、被保険者本人が保険料を負担せずに、基礎年金の給付を保障されている。  

○ 女性の就労に悪影響を与えている  

◎論点  

○ 平成16年改正において、「被扶養配偶者に対する年金たる給付に関しては、（中略）、被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険料につい   

て、当該被扶養配偶者が共同して負担したものである」ことを基本的認識とする旨が厚生年金保険法の規定として明記されるとともに、これを   

踏まえて離婚時等において、第3号被保険者の請求によって、第3号被保険者期間に係る配偶者の厚生年金についてその2分の1を分割する制   

度（いわゆる3号分割制度）が平成20年4月より施行されることにより、一定の整理がなされているが、これをどのように踏まえて議論を進め   

るか。  

○ 制度発足以来、第3号被保険者数は約1，100万人、女子人口の3分の1を占めてきており、現在でも1．079万人（平成18年度末）の第3号被   

保険者がいる。年金を受給している夫婦世帯について見ると、夫の現役時代の経歴が正社員中心であった世帯の6割以上の世帯では、妻が厚生   

年金に本格的に加入していなかったものと考えられる。こうした実態をどう踏まえるか。  

○ 内閣府が平成15年2月に行った「公的年金制度に関する世論調査」によれば、「専業主婦等も、別途保険料を負担する仕組みとすること」や、   

「保険料を負担しないのだから、専業主婦等への年金は減額するしくみとすること」については、肯定的な意見は多くなかったという結果をど   

のように踏まえるか。  

○ 第3号被保険者制度も含め、生計維持関係に着目した年金制度上の諸制度について検討する際には、個人単位と世帯単位、応能負担と応益負   

担、公平性の確保といった社会保障制度としての基本に関わる問題がある。  

○ したがって、社会保障制度全体の将来の方向性を論ずる中で、社会保障制度の中核をなす年金制度における様々な課題への対応等の環境整備   

の進展を十分に考慮しつつ、将来像を考えていく必要があるのではないか。  

○ その際、将来の社会経済情勢、雇用市場の変化などの実態や、所得保障制度としての年金制度の在り方を踏まえる必要もあるのではないか。  

◎委員意見  

0 3号制度は女性が年金権を確立するという一定の意味はあったが、そろそろ女性自身も保護されるという立場から一歩踏み出して、自分たちで   
税金も社会保険料も払って、社会を支えるという立場に変わっていく時代ではないか。（A委員）  

○ これからの人口減少社会において、女性が働くということがますます重要な役割になるので、働く女性を支援するような社会保障制度という   

ことを考えていくべき。（A委員）  
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○ 若い世代の妊娠、出産、育児といったポイントで、いまだに7割ぐらいの女性が仕事を辞めて家庭に入ろうとしているという実態の中で第3   

号問題をどう考えるのか、丁寧に見ていかないといけない。（G委員）  

○ 働く女性の不公平感や、収入のない学生も保険料を負担している現状との整合性を考えると、第3号被保険者にも保険料を負担させるべきで   

はないか。（B委員）  

○ 保険方式を前提とした場合に、第3号被保険者の問題はどうするのか。（E委員）  

○ 非正規雇用の若者が将来年金を受けられないことは、制度をつくったときは想定していなかったことであり、今後若者の中で第3号になりた   

いという方が増える可能性がある。（A委員）  

○ 本人は未納で、給付は発生している第3号被保険者制度は、避けて通れない問題である。ワークライフバランスを推進しようという世の中の   

流れのなかで、この制度はもう役割を終えたのではないか。（A委員）  

○ 第Ⅰ案～第Ⅵ案をみると何れも一長一短。そのなかでは、第Ⅵ案と第Ⅳ案を組み合わせるのが相対的に合理的かと思われる。  

もっとも、何れも、現行年金制度の枠組のなかで合理性を追求していくと、年金制度がさらに複雑になる。また、第3号被保険者に負担を求   

める実の場合、同じく国の制度である個人所得税制で被扶養配偶者がいると、担税力の低下要因への配慮として配偶者控除がある点との整合性   

が、年金には反対給付があるとは言え、気になる。（」委員）  

○ 現行制度を前提とせず、1階部分と2階部分の費用負担を切り離していくことでよりクリアな制度設計が期待出来る。（」委員）  

○ 第3号被保険者制度のあり方については、前回の年金改正において、被保険者が負担した保険料については、被扶養配偶者が共同して負担し   

たものであるという基本的認識の下に強制分割制度が導入された。これによって、禎扶養配偶者の年金受給権は、1階部分だけでなく2階部分に   

も及ぶことになり、従来以上に強化されたことになる。  

この改正によって、被用者年金制度内では、1階部分については、単身世帯から夫婦世帯への所得再配分が行われるものの、2階部分について   

は、基本的に、離婚時に世帯内だけで所得移転が行われることになった。ちなみに、諸外国に比べて婚外子の割合が1～2％と極めて低いわが国   

の出生構造の特質を踏まえれば、1階部分の所得再配分は、単身世帯から子どもを生み育てる蓋然性の高い夫婦世帯に対する支援を行っているこ   

とになり、この意味で少子化対策としての機能を果たしていると考えることもできる。   

今後、もし非被用者も含めた2階部分の創設を検討するとすれば、以下の観点から検討を行うべきである。  

（手 所得の捕捉率の問題が存在する中で、1階部分の所得再配分を非被用者も含めて行うべきかどうか。   

② 第1号被保険者たる子どもを持つ母親に対して、少子化対策の観点から、被用者と同じような支援を行わなくてよいか。（C委員）  

○ 第3号被保険者制度は、個人単位と世帯単位、応能負担と応益負担などの原則の妥協として設計されており、非正規雇用者に対する厚生年金   

適用を拡大していく上でもネックになっている。第3号被保険者にも独自の保険料負担を求めることが筋であろうが、現状からは現実的ではな   

い。基礎年金の全額税方式を採用すれば、この問題は解決される。（Ⅰ委員）  

○ 第3号の中にはパートとして就労する人も多いが、第3号にとどまるために就労抑制しているケースが目に付く。働く意欲を持ちながらも、   

第3号に押し込められているというのが実情で、女性の老後の所得保障を充実させる観点からも、第3号制度の見直しが求められる。K委員）  

○ この制度は世帯単位の厚生年金制度に個人単位の基礎年金制度を接合させたところから生じたものであり、基本的には厚生年金グループ内で   

の問題として捉えるべき性格の問題と思われる。  
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つまり、厚生年金では事業主負担があるなど、保険料の負担面に関しては国民年金との間で制度的に大きな差異があり、第1号被保険者と第   

3号被保険者の部分だけを取り出して、単純な不公平問題として議論するのは窮酎青的には理解できない面もないではないが、合理的な比較論と   

は言えないからである。  

そこで、厚生年金グループ内での公平論に関連して具体的に方法論を述べると、平成16年改正法による離婚時の第3号被保険者の取扱いを夫   

婦いずれか一方でも厚生年金が適用されるすべての夫婦に拡大することが必要ではないかと考える。  

平成16年改正時の考え方「被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険料について、当該被扶養配偶者が共同して負担したものであるとい   

う基本的認識とする」とは、共働き夫婦の場合も含めてすべての夫婦にあてはまる共同負担概念であり、また離婚をしない場合であっても当然   

にあてはまるものである。  

このような考え方を具体の制度運営に当てはめると、厚生年金の記録管理について従来からある保険料納付記録（第一記録）のほかに、夫婦   

負担調整後の配分記録（第二記録）を新たに設け、年金給付は専ら第二記録の報酬額にもとづいて決定するという仕組みに変更することになる。   

そして、この第二記録における報酬額は夫婦の報酬額を合算して2で割った額（配偶者が第1号または第3号の被保険者の場合は、第一記録が0   

となるため、合算して2で割ると、夫婦で半額ずつとなり、夫婦とも第2号被保険者の場合は幸艮酬額が平均化されることになる）とし、世帯単   

位の考え方を活かしつつ、個人単位の年金権を確立していくことにより、厚生年金グループ内での公平が保たれることにするのである。  

現行の仕組みでは第2号被保険者は自分の払った保険料で自分の所得に応じた年金受給権を確保しているため、その配偶者たる第3号被保険   

者の負担が行われていないように感じられるのである。上記のような第二記録を作り、第2号被保険者は納付保険料に対して半分の受給権しか   

付与されない形が明確になれば、明らかに配偶者分の拠出がなされていると感じられる筈である。  

ただし、この仕組みを導入するにあたっては、過去に遡って第二記録を作ることは難しく、また事務処理ミスの原因になる可能性も高いため、   

施行日以後について記録の分割を行うこととし、施行日以前の分割の取扱いは現行どおり、離婚時に限り年金権の分割を行う取扱いとすること   

で対応すべきである。（N委員）  

○ 今後の課題としては、社会保障制度を適用する場合の単位の問題がある。現行制度では、被用者は基本的には個人を単位として適用されてい   

る。他方、被用者の被扶養配偶者は自身の保険料納付が不要であること（年金・医療・介護保険）、厚生年金の水準は世帯を単位に議論されてき   

たこと、遺族年金制度があること、自営業者等の保険料負担能力の判定は世帯を単位として行われることなど、世帯を単位とした考え方が組み   

込まれたものとなっている。また、現行制度では、保険料の納付義務者、連帯納付義務者、負担額の免除基準なども制度によって異なる。（個人、   

世帯混在）   

家庭や職場のみならず社会のあらゆる分野において男性と女性とが共同して参画することが不可欠となっている。社会保障においても男女平   

等の視点に立って見直していく必要がある。社会保険の被扶養者認定基準は、女性の労働市場への参加の促進を阻害する要因となっている。世   

帯単位の考え方が、個人の生活の中で雇用と家庭的責任を両立させる男女の平等な選択を阻害する効果を及ぼしている。伝統的な男女の役割を   

前提とした世帯単位の考え方を、個人単位に組み替えることが望ましい。これからは、経済の担い手としての女性に対する新しい視点が必要で   

ある。   

現状では、2004年年金改正（年金分割の導入）および2007年被用者年金一元化法案国会提出（パートタイム労働者の厚生年金適用拡大）によ   

り、第3号被保険者の縮小および個人単位での給付と負担の制度見直しが段階的に進行中である。2005年11月厚生労働省案に沿った見直しを進  
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め、個人単位に組み替えていくべきである。（H委員）  

○基礎年金の空洞化解消、皆年金制度の再構築のため、基礎年金を税方式化（り2まで一般財源、1／3は年金目的間接税、1／6は社会保障税で確保）   

により、第3号被保険者問題は解消する。（E委員）  
○現行制度（修正社会保険制度）における第3号被保険者制度は、夫婦片働き家庭の老後の所得保障が行えている一方、負担の公平性や給付と負   
担の関係を不明確にしているものであり、解消に向けた検討が必要と考える。なお、現行制度下においても、直ちにパート労働者等の厚生年金   

への適用拡大、被扶養者認定の年収要件の見直しで、第3号被保険者の対象を縮小すべきと考える。（E委員）  

（2）その他   

◎委員意見  

○ 保険料負担について、支え手を増やすという意味でも、零細企業が払いやすいように軽減措置を講じられないか。当然加入の1号のように個   
人単位の年金制度にしていただきたい。（B委員）  

○ 国民年金に対する基礎的な知識があれば、納付に対するインセンティブが低いということはなく、その点からも広報は重要。（P委員）  

○ 失業中の障害年金や遺族年金等の受給権を確保するため、厚生年金への継続加入制度の創設を検討すべきである。その際、保険料負担を2年   
間を限度に猶予し、再就職後に追加分納する方法を検討すべきである。（E委員）  

○ 遺族厚生年金の生計維持関係認定基準額（年収850万円）を600万円程度とし、段階的に年金額を調整する仕組みとすることを検討すべき。   
また、毎年の年収をもとに認定する仕組みを検討すべきである。（E委員）  
○ 遺族厚生年金の受給資格における男女格差の縮小を検討すべきである。（E委員）  
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2008．7．2 社会保障審議会年金部会・報告用資料  

UIゼンセン同盟・政策局  

稲垣 陣  

1・∪Ⅰゼンセン同盟「パートタイム 雇用・労働条件指針」（2004年8月）一抜粋－  

Ⅰ．情勢認識   

7．税■社会保険の構造による就労調整問題と賃金上昇の抑制   

税・社会保険制度は、現状ではまだ世帯単位で設計されているため、パートタイム  

労働の働き方を選択する者に大きな影響を与えている。 所得税の非課税限度額である  

103万円問題や、社会保険の被扶養からはずれる130万円問題である。   

この間題が象徴するのは、税制や社会保険制度が社会を構成する単位を世帯ととら  

え、男性が扶養し女性は扶養されるという枠組みを暗に提示してきたことである。   

企業においても家族手当の支給要件がこの非課税限度額を境に不支給となる事例が  

多く、所得逆転現象がおきることなどから、大半が103万円や130万円を超えない形  

で就労調整が起こっている。これにより働きたいという者の就労意欲と処遇、就労機  

会、公平な能力開発の機会を社会的に削いでいると見ることができる。   

そればかりか、年末に就労調整をしたことにより雇用を打ち切られたり、年次有給  

休暇が付与されないという心配もある。就労調整があることで職場の他の労働者に無  

用な混乱を招いている問題もある。   

税・社会保険、企業の配偶者手当の支給基準を意識した就労調整が、結果として1  

時間当たりの時給引き上げを抑制する影響があるとみられている。  

2・∪Ⅰゼンセン同盟「総合労働政策－パートタイム労働」（2006年10月）一抜粋－   

Ⅲ．パートタイム労働問題とその対策  

6．税・社会保険の構造による就業調整問題  

・就業調整は働く意欲と能力のある労働者が、その職業能力を十分実現できないば  

かりでなく、事業主にとっても交代制勤務や年末の繁忙期に人手確保に苦慮する  

ことになり、パートタイム労働者全体について、いわばあてにならない労働者と  

いう印象を与えている。こうした就業調整が、正社員との賃金格差を生じさせる  

一因をなしていると考えられる。  

・厚生労働省「平成17年パートタイム労働者総合実態調査」によると厚生年金や  

健康保険については、4社に1社程度の割合で「すべてのパー トを加入させてい  

ない」状況である。同調査において、パートタイム労働者を社会保険に加入させ   

ていない理由を尋ねた結果、「社会保険の適用対象となる者がいないから」とする   

事業所が63．9％で、約3社に2社の割合である。「パート労働者が加入を希望し  

ないから」とする事業所が31．9％、「事業所に保険料の負担がかかるから」とす  

る事業所は10．4％である。   



・パートタイム労働者が第2号被保険者になると、事業主にも保険料負担が生じる  

ために、事業主がそこに至らない短時間の範囲でパートタイム労働者の就業時間   

を設定しているケースも多いと考えられる。   

こういった現状は、主婦のパートタイマー中心に 「より多く働きたい」という者   

の就労意欲と処遇、就労機会、公平な能力形成の機会を社会的に削いでいると見   

ることができる。  

・パートタイム労働者が社会保険、雇用保険に入らないことは、社会保険制度の空  

洞化や就業調整により時給が引き上がらない要因となる点からも問題であり、す  

べての労働者をカバーする制度に改善を図る必要がある。   

全ての労働者が金額の多寡にかかわらず、所得に応じた応分の負担をすること  

が、社会的にも公正と言えるだろう。そこで、労働時間・目数要件の撤廃を目指   

し、全て働く者が社会保険適用となるよう制度改革が必要である。  

・社会保険の完全適用という面では、パートタイム・派遣・請負・契約労働者のみ   

ならず、現在非適用となっている5人未満の事業所の労働者にも適用されるよう   

に取り組まなければならない。  

・現状の年金制度の課題としては、制度を支える人が少なくなり、その分加入者の  

負担が増えていることがあげられる。これには、強制加入でも保険料が自主納付   

である国民年金は約3分の1が保険料未納となっていることや、年金保険料の事  

業主負担を逃れるため、厚生年金から脱退する企業が増加していることなども要   

因としてあげられる。  

みんなで支える公平な年金制度を構築し、老後生活を安心して送れるよう制度改  

革に向けた議論を重ね、労働組合から政府への働きかけを強化していくことも必  

要である。  

以上   



意 見 書  

今井延子  

資料1ml  

・保険料の徴収時効（2年）の見直しに賛成   

資料1－2  

・受給資格期間（25年）の見直しに賛成。  

受給資格期間を短くすることで保険料納付意欲も高まり参加しやすく  

なる。  

資料1－3  

・低年金者に対しての生活支援を検討。  

・低所得者に対して免除制度の活用。  

資料1－5  

育児期間中の第1号被保険者の保険料負担への配慮措置も必要。  

資料1－6  

・厚生年金の適用拡大に賛成。  

資料1－7  

国民年金の適用年齢は引き下げなくても良い。   



第3号被保険者制度に関する意見  

筑波大学 江口 隆裕   

第3号被保険者制度のあり方については、前回の年金改正において、被保険者  

が負担した保険料については、被扶養配偶者が共同して負担したものであるとい  

う基本的認識の下に強制分割制度が導入された。これによって、被扶養配偶者の  

年金受給権は、1階部分だけでなく2階部分にも及ぶことになり、従来以上に強  

化されたことになる。   

この改正によって、被用者年金制度内では、1階部分については、単身世帯か  

ら夫婦世帯への所得再配分が行われるものの、2階部分については、基本的に、  

離婚時に世帯内だけで所得移転が行われることになった。ちなみに、諸外国に比  

べて婚外子の割合が1～2％と極めて低いわが国の出生構造の特質を踏まえれば、  

1階部分の所得再配分は、単身世帯から子どもを生み育てる蓋然性の高い夫婦世  

帯に対する支援を行っていることになり、この意味で少子化対策としての機能を  

果たしていると考えることもできる。   

今後、もし非被用者も含めた2階部分の創設を検討するとすれば、以下の観点  

から検討を行うべきである。  l  

① 所得の捕捉率の問題が存在する中で、1階部分の所得再配分を非被用者も含   

めて行うべきかどうか。  

② 第1号被保険者たる子どもを持つ母親に対して、少子化対策の観点から、被   

用者と同じような支援を行わなくてよいか。  
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2008年6月27日  
社会保障審議会年金部会  

座長 稲 上  毅 様   

日本労働組合総連合会  

総合政策局長 小島 茂  

第9回社会保障審議会年金部会で発言した意見に加えて、下記の意見を提出  

いたします。  

記  

1．第3号被保険者制度について   

○基礎年金の空洞化解消、皆年金制度の再構築のため、基礎年金を税方式化   

（1／2まで一般財源、1／3は年金目的間接税、1／6は社会保障税で確保）によ  

り、第3号被保険者問題は解消する。   

○現行制度（修正社会保険制度）における第3号被保険者制度は、夫婦片働  

き家庭の老後の所得保障が行えている一方、負担の公平性や給付と負担の   

関係を不明確にしているものであり、解消に向けた検討が必要と考える。   

○なお、現行制度下においても、直ちにパート労働者等の厚生年金への適用   

拡大、被扶養者認定の年収要件の見直しで、第3号被保険者の対象を縮小   

すべきと考える。  

2．その他検討すべき課題  

（1）厚生年金への失業中の継続加入   

○失業中の障害年金や遺族年金等の受給権を確保するため、厚生年金への   

継続加入制度の創設を検討すべきである。その際、保険料負担を2年間を  

限度に猶予し、再就職後に追加分納する方法を検討すべきである。  

（2）遺族厚生年金の受給権の在り方  

○遺族厚生年金の生計維持関係認定基準額（年収850万円）を600万円程  

度とし、段階的に年金額を調整する仕組みとすることを検討すべき。ま  

た、毎年の年収をもとに認定する仕組みを検討すべきである。  

○遺族厚生年金の受給資格における男女格差の縮小を検討すべきである。  

以上   



第9回年金部会「平成16年改正後の残された課題について」への追加コメント  

慶鷹義塾大学 商学部  

教授 権丈善一  

老齢基礎年金の受給資格期間（25年）の見直しについて   

多方面から、受給資格期間の短縮（例えば、10年）を行うべきとの提案がなされている。  

しかし、彼ら提案者の中には、制度の基本的な仕組みが異なるために直線的に比較できな  

い諸外国の例を根拠としたり、10年に短縮した場合の免除制度との整合性への視点が欠け  

ていたりする者もいる。   

受給資格期間を短縮すれば何が起こるのか、はたして提案者たちが予期した通りのこと  

－たとえば納付率の向上等－ が起こるのか。   

この問題は、ひろく国民的議論を行う中で、制度の基本的な仕組みが国民に浸透して後  

に結論を出しても良いと思う。特に、第9回年金部会配付資料1－2にあった「日本と諸  

外国の制度の相違」を表す次の図は、広く認識されるべきかと思う。  

（例）  し∇入  

＼
1
し
卜
1
、
し
′
」
 
 

国
 
 

外
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適用対象   

さらに、25年の最低受給資格があるために、その限界年齢である35歳近辺で未加入率が  

急減しているという事実が報告されていることも認識されて良いかと思う。  

低年金者・低所得者に対する加算等について   

納付インセンティブを削がないようにしながら、低年金者の保障を行う工夫をするべき  

だと思う。しかし納付インセンティブを維持しながら低年金者の保障を行うことは不可能  

と言えるほどに難しい（加算を行う改革時に保険料を真面目に払ってきた人が不公平感を  

いだく制度は、将来的に納付インセンティブを削ぐ制度になり、納付率を落とすことにな  

る）。   

ただし、この問題に答えを出す前に、第8回年金部会で配付され説明された資料2－2  

「無年金・低年金の状況」についての知識を、国民がひろく共有する必要があると思う。  

たとえば繰り上げ受給をしているために年金額が低くなっている人を、低年金者と呼ぶわ  

けにもいかず、そのあたりの知識を国民が共有しなくては、この問題には答えを出すこと  

は難しい。   

なお、6月9日年金部会の翌日6月20日の『読売新聞』朝刊に次の記事がある。   



「国民会議の分科会会合では、山田篤裕・慶応大准教授が諸外国との比較研究結果  

をもとに「日本は高齢者の所得格差が大きく、基礎年金の防貧機能が弱い」と指摘。  

読売案の最低保障年金に必要な税財源は年1兆円という、政府の試算結果も示され  

た。税方式よりはるかに少ない費用で給付が充実することが、最低保障年金が中間  

報告に盛り込まれた理由だ」   

山田氏が国民会議の雇用年金分科会に提出したのは、下記の資料である（ここでは2つ  

を紹介）。   

最初の資料は、基礎年金を持つカナダ、日本、イギリスの基礎年金の防貧機能は等しく  

低いのであるが、カナダは資力調査付給付で、イギリスは最低年金で基礎年金の低さをカ  

バー していると読むべきである（第3回雇用年金分科会議事録における権丈の発言を参照  

されたい）。さらに、第1の資料から、各国、1階部分の給付水準は資力調査付給付に規定  

されていることが分かり、第2の資料により、資力調査付給付の受給率が 、日本は極度に  

低いことが分かる。この資力調査付給付の受給率の低さが、日本における高齢者の貧困問  

題の→因になっていると考えられるのである。  

年金給付の累進度、1階部分および低所得者への給付水準、  
保険料のシミュレーション値  

年金累進度指標   I階部分：普選的・再分配的年金部分（A押     低所得者の相対的な 年金給付水準（A仰の  
の賃金との比）㌔  賃金との比橘  拠出分含むこき亀5  

0∈CD平均 賃金分布  各国賃金 分布  漠力調査 付紙付  基礎年金  最低年金   改革前 〔ネット）  改革後 くネト）  1994年  2004年   

ッ  

カナダ   87   17   ‡ヰ  31   5   ‡0   

フランス   25  32  23  32  ヰ3   ヰ2  22   2ヰ   

ドイツ   2フ  26  19  19   40  33  19  20   

イタリア  3  4  

47  ヰ6   16  32  
13   10  34  

イギリス  汚1  82  15  15  36   

アメリカ  ヰ1  51   22  22 †6  12  I2   

日二本  3了   3了  ノ  20   20   

ほ汗狛 OE〔†D r200了）  
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なお、第9回年金部会で大勢を占めわたくしも論じた、生活保護の受給用件を緩和した  

制度で対応するという手段は、第9回配付資料トー3の「年金制度でも生活保護でもない、  

新たな社会扶助制度として作る」ことに相当すると思われる。その際、資料にあった、下  

記、民法上の問題を検討するべきであったと思われる。  

（例）民法第877条第1項による家族による私的扶養義務についてどう考えるか。  

民法第877条第1項  直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務が  

ある。  

※ 諸外国では、・一般に、扶養義務の範囲は夫婦間と未成年のこどもに限定され、  

成人した子が親を扶養する義務がない  

国民年金保険料の免除制度について   

Turnroundを申請主義下での行政手段と呼ぶには、少し無理があるようなので、申請主  

義と職権適用との問に位置するturnroundについて適当な日本語を考えてもらえればあり  

がたい。   

ちなみに、   

『朝日新聞．月2006年8月29日夕刊2面   

（窓・論説委員室から）逆転の発想  

国民年金の保険料を払わない人を勝手に免除扱いしたり、住所不明の「不在者」に  

したり……（，社会保険庁の暴走はとどまるところをしらない。  

ならば保険料が払えない低所得者のため、社会保険事務所が本人の免除申請を代行で  

きるようにしてはどうか。  

慶応（けいおう）大教授の権丈善一（けんじょうよしかず）さんは、自らのホームページなど  

で提案している。本人の申請（しんせい）以外は認めない現行の仕組みを転換する「逆転の  

発想」といってよいが、その理由はおおむね次のようなものだ。  

その1免除手続きがなければ、万一、障害者になっても障害年金がもらえない。またそ  

3  
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の間は未納扱いとなり、下手（へた）をすると老齢（ろうれい）年金も受け取れなくなる。  

その2 ところが、免除の該当（がいとう）者には、情報を入手して、必要な手続きを取るこ  

とを苦手にする人が少なくない。  

その3 社会保険事務所には、これまで個人の所得情報が入らなかったが、04年の年金  

改革で入手できるようになった。  

それならば、役所が本人に説明し、同意を得たら、手続きを代行してあげてもいいではな  

いか。権丈さんはそう考えた。  

老後の支えとなる国民年金には全国民が入ることになっている。保険料とは別に税金も  

投入される。たしかに制度から外れる人を減らす工夫がもっとあってよい。  

社保庁の改革法実は秋の臨時国会で仕切り直しとなった。さまざまな視点からの検討が  

必要だが、不正がこれだけ積み重なると、どうなることか。〈梶本章〉  

非正規雇用者に対する厚生年金適用の拡大等について   

≪各方面からの主な提案内容≫に、「社会保障国民会議 雇用年金分科会中間報告」にあ  

る、次の文言も視野に入れておいてもらいたい。   

現在国会に上程されている改正法案の成立を急ぎつつ、非正規雇用者への社会保  

険適用と適用事業所の対象をさらに拡大する方向で、早急に検討すべきである。そ  

の際、短時間就労を含め、労働時間にかかわりなく保険料を支払う制度についても、  

適用を免れるための細切れ労働時間を設定させないという視点からは検討する価値  

があるだろう。   

なお、短時間労働者と第1号被保険者との逆転現象などを視野に入れれば、最終的な雇  

用年金分科会中間報告の前バージョンの下記文言（特にゴチック箇所）の方が適当である  

と思える。  

その際、短時間就労を含め、労働時間にかかわりなく保険料を支払う制度につい  

ても検討の視野に入れて考えるべきであり、まず少なくとも雇用主については労  

働時間と関係なく保険料を支払うという制度にすることも検討すべきである。  
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2008年6月25日  

年金部会（第9回） 各論点への意見   

都村敦子  

資料1－4の免除対象者への勧奨の徹底と一部免除対象者への納付勧奨、および職権  

で免除を行うこと等に努力を集中した後、保険料の徴収時効を見直すべきかどうかを検  

討すればよいと思う。  

“退職後に妥当な生活水準を維持することができる年金資格を取得できること”は年  

金制度の目標の一つとして重要である。受給資格要件として25年が設定され、その後  

の改正時にも維持されてきた点は評価できる。   

ただし、中高年齢期に長期失業者となった者や不安定な職歴しかもたない者にとって  

は、25年の受給資格期間は厳しいであろう。受給資格期間の短縮を検討するとしても、  

上記の目標を考慮し、大幅な短縮は望ましくない。  

資料1－3 最低保障年金について  

1．制度の必要性   

（1）一生を通じて労働市場に最低限の参加しかできなかった者や家庭の崩壊を経験し   

た者など大きな個人的リスクをもつ高齢者がいる。特定グループの人たちを低所得、   

低年金から守る視点は不可欠である。  

＜参考＞  

○ 高齢者の貧困率は全人口の貧困率より高い（P6 図1）  

○ とくに、75歳以上のひとり暮らしの独身女性は貧困の高いリスクにさらされ  

ている．。所得5分位階級の最も低い所得層に属する75歳以上の女性単独世帯  

の割合、78，7％、諸外国より高い。（P7，8 表1）  

要因・家庭的責任のため有給の労働に従事できなかった。  

・これまでの就労が年金権につながらない（パートタイム労働等）  

・低賃金のため低い年金給付となる。  

・女性の平均寿命が長いことが貧困のリスクを高める。  

・遺族年金（ひとり暮らしの高齢の寡婦と対照的）の権利を有してい  

ないなど。  

（2）わが国の現行の1階部分（再分配的年金制度）における最低保障機能は十分で   

はない。最低保障は年金制度にとって、第一義の避けて通れないものである。  
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2．諸外国の制度  

0 0ECD諸国は、高齢期の貧困を防止するためのセーフティネット（1階部分の   

再分配的年金制度）を有している。 3つのタイプに分類される。（P9 表2）   

① 基礎年金（13か国）  

給付は定額、もしくは労働年数のみによる。過去の所得には依存しない。   

② 対象が限定された年金（16か国）  

貧困な高齢者に対してはより高い給付が支給され、裕福な高齢者に対しては給  

付が減額される。  

受給資格は、インカムテスト（すべての所得源を参考）もしくはインカムテス  

ト・ミー・ンズテスト両方を充たす者に限定される。  

③ 最低年金（14か国）  

年金額がある一定水準以下になるのを防ぐことを目的とし、②と類似している  

が、受給資格要件が異なる。最低年金は、2階部分の報酬比例年金制度の年金所  

得のみに依存する（ミーンズテストは行われない）。受給には、最低限の保険料  

拠出期間が必要とされる。報酬比例年金制度のミニマム・クレジット（ベルギー、  

イギリスなど）は同じ効果をもつ。非常に低い賃金の労働者については、より高  

い賃金を稼得したと想定して給付が算定される。  

②③は低所得者を対象とする制度である。  

01階部分の平均給付レベル（PlO～12 表3）  

OECD諸国における1階部分の平均給付レベルは、平均的生産労働者の平均報   

酬の約29％となっている。わが国のそれは16％であり、最低保障年金の制度がな  

いため、30か国の中では最も低いレベルとなっている。1階部分の給付の形態と水  

準については、各国間にかなりの差異がみられる。（44％～16％）   

3．低所得者・低年金者への対応の方向について  

最低保障年金の創設。   

現行の年金制度の枠組みの中で高齢者の最低保障機能を強化すべきである。   

現行制度に補完的性格を付与することはきわめて重要である。年金制度は、一般的   

には、それぞれの高齢者を親族または公的扶助から経済的に独立させるために、公的   

制度によって権利を保障し、高齢者の貧困を軽減するというよりはむしろ防止するた   

めに設計されている。最低保障年金は、不完全な職歴しかもたない人々、または在職   

中きわめて低賃金であった人々に対するセーフティネットとして作用する。   

OECD諸国のうち、16か国では“対象が限定された年金”、また14か国では“最   

低年金”が低所得の高齢者に対する1階部分の制度として公的年金制度の中で実施さ   

れている。高齢期の貧困を防止するため、基礎年金とこれらの年金制度の組合せを採   

用している国も何か国かある。   

とくに“最低年金”では、考慮される所得が公的年金のみであり、簡素化されてお   

り、かつステイグマの問題を排するメリットを有する。  
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なお、わが国では、年金制度の枠外で、最低生活を保障する公的扶助として制度設  

計するべきとの提案もあるが、次のような問題がある。   

① 公的扶助制度（生活保護）では、民法の扶養義務を優先させることが必要で  

あるが、わが国の民法は他の国と異なり、成人した子に親の扶養を求めている  

ことから、新たな公的扶助を設けることは難しいのではないか。   

② 公的扶助はミーンズテストを伴うことが必要であることから、常にステイグ  

マの問題がつきまとうと同時に、扶養義務者への援助を好まない者がいること  

から、低い補足率が問題となってくる。   

③ 新たな公的扶助制度を設けた場合、運営主体が問題となる。たとえば、年金  

制度が十分機能していないために制度を創設するにもかかわらず、地方自治体  

が実施者となり、その負担を求めることには強い反発が予想され、制度化は困  

難ではないか。国が実施者となる場合は、国には年金の事務組織以外の運営機  

関がないため、事実上年金制度の中に取り込まざるを得ないのではないか。   

これらの点を考えると、年金制度の中で最低保障機能をもたせることが制度化に当  

たって最も現実的であり、近道ではないかと考える。   

社会保険である現行の年金制度においても、純粋な保険原理に基づかない“社会扶  

助的な要素”が取り込まれている点を指摘しておきたい。  

（D 拠出能力の低い者に対しては免除制度が設けられており、免除を受けた期間に  

ついては、保険料拠出がないのに税財源により給付（国庫負担分）を行うことと  

している。  

② 20歳前に障害者となった者に対して、高率の国庫負担による障害基礎年金の給  

付を行っている。  

③ 20歳前に障害者となった者の障害基礎年金には、所得制限が設けられている。  

豊かな社会における貧困の存続は許されるべきではないと考える。高齢者が貧困の  

リスクにさらされず、適正な生活水準を維持し、社会に参加できるよう保障すること  

を年金改革の目標の一つとすべきである。   

なお、具体的な制度設計に当って、検討すべき課題もあると考えられる。たとえば、  

保険料納付へのインセンティブや、繰り上げ支給の低年金者にも給付の上乗せをする  

のが適当か等、給付のバランスへの影響を考慮すべきことは当然であり、十分検討す  

べきである。   

最後に、高齢者の低所得・低年金を余儀なくさせた多様な社会の問題、そして労働  

市場の問題に対処する努力も必要であると考える。  

資料1－4   

社会保険が弓垂描り加入となっている理由の一つは拠出回避にある。社会保険庁の調査に  

よると、若年（20歳～29歳）の第1号未加入者の制度周知度はかなり低い。「国民年金  

の加入義務」や「納付義務」について周知している第1号未加入者の割合は約50％に  

すぎない。また、制度の仕組みの周知度はさらに低くなっている。 （P13，14 表1，2）  
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支払うべき保険料と受けとる給付  年金制度では、生活上のリスクに対してど  

のような所得保障が行われているか、財源はどのように調達されているか、子ども世代、  

学生世代、若年の労働世代に年金制度に関する情報が容易に理解できるような形で提供  

されなければならない。（年金教育の必要性）。   

“拠出が困難な者”に対しても一定の保障を確保する仕組みは必要である。現行制度  

では免除制度が設けられているが、その権利と義務を行使しない者がいる。国民年金の  

加入・保険料納付のメリット、逆に、未加入・未納のデメリットを社会保障関連制度に  

仕組み、加入・保険料轟内付の誘因を高めることも考えてよい。   

2006年多段階免除制の実施により申請免除者数は増加傾向にあるので、今後も免除  

対象者への勧奨の徹底を行うとともに、職権で免除を行うことを検討してもよいと思う。   

諸外国では、育児・介護のために労働力となれなかった期間については、手当もしく  

は給付によって、また拠出制年金保険の拠出期間として、社会的に認められるべきであ  

ると考えられ、制度上考慮に入られてきた。これは、年金制度の中で、育児・介護を“優  
遇”するのではなく“より平等な（ポジティブな男女平等）”給付を保障しようとする  

ものである。すなわち、支払われた保険料の額が給付レベルを決定することを認めるが、  

特別な考慮事項やその他の想定をシステムに組み込み、より平等な給付を保障しようと  

するものである。育児や介護のように社会的に承認された機能を果たす者に対して、育  

児や介護を行った期間を拠出期間として認める、または所得の不平等が給付にも反映さ  

れることを防止し、平等な給付を保障するなどである。この基準の適用は、必然的に何  
が公正かについてのイクスプリシットな社会的判断を必要とする。   

遅ればせながら、1994年に育児休業中の厚生年金保険の本人負担分の保険料免除制  

度が創設されたことは評価できる。しかし、検討課題としては、上記のような考え方に  

基づくと、①第3号被保険者に限定せず、第1号被保険者・第2号被保険者にも適用す  

べきである。②保険料免除のみでなく、外国で実施されているように、この制度をさら  

に補強し、年金額の増額を行うべきである。  

参考（P15～18）   

年金制度改革の目標の一つは、よりフレキシブルな雇用形態と職歴のパターン、およ  

び社会における男女の役割の変化に適合できるよう保障することである。   

被用者年金一元化法案における適用基準をこえて、さらに適用拡大を行うべきである  

（とくに企業規模）。   

近年、高等教育への進学率は上昇しており、国民年金の適用下限年齢を見直す必要性  

は低いと考える。  
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高齢者の就労と年金について  

年金制度は ○高齢者の就労参加に対する有効なインセンティブを与えること  

○労働者の早期退職を奨励しないこと  

○定年年齢を超えて労働市場にとどまることへのペナルティを課さな  

いこと  

○労働から退職へ徐々に移行する機会（段階的退職）の選択を容易にす  

ること  

等の視点を考慮に入れ設計することが望ましい。   

今後の課題としては、社会保障制度を適用する場合の単位の問題がある。   

現行制度では、被用者は基本的には個人を単位として適用されている。 他方、被用者  

の被扶養配偶者は自身の保険料納付が不要であること（年金・医療・介護保険）、厚生  
年金の水準は世帯を単位に議論されてきたこと、遺族年金制度があること、自営業者等  

の保険料負担能力の判定は世帯を単位として行われることなど、世帯を単位とした考え  

方が組み込まれたものとなっている。 また、現行制度では、保険料の納付義務者、連帯  

納付義務者、負担額の免除基準なども制度によって異なる。（個人、世帯混在）   

家庭や職場のみならず社会のあらゆる分野において男性と女性とが共同して参画す  

ることが不可欠となっている。社会保障においても男女平等の視点に立って見直してい  

く必要がある。社会保険の被扶養者認定基準は、女性の労働市場への参加の促進を阻害  

する要因となっている。世帯単位の考え方が、個人の生活の中で雇用と家庭的責任を両  

立させる男女の平等な選択を阻害する効果を及ぼしている。伝統的な男女の役割を前提  

とした世帯単位の考え方を、個人単位に組み替えることが望ましい。これからは、経済  

の担い手としての女性に対する新しい視点が必要である。   

現状では、2004年年金改正（年金分割の導入）および2007年被用者年金一元化法案  

国会提出（パーートタイム労働者の厚生年金適用拡大）により、第3号被保険者の縮小お  

よび個人単位での給付と負担の制度見直しが段階的に進行中である。資料2（参考9）  

の2005年11月厚生労働省案に沿った見直しを進め、個人単位に組み替えていくべきで  

ある。  
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Eq4．INCOMt：OFOLDERPEOPLE  

Eq4．1，Widediversityinlevelsandchangesofrelativeincomeofolderpeople  

Ratioqf2quiua王iseddisposdbleincome扉peopIed9ed65□ndouertothdtqfpeop！ed92dユ8亡064，PerC2ntロ9e  

Changesovertime  
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Table7．l．PercentageoftheoldestoldthatareintIlelowestincomequintile  

Percentageofeachcategoryinthelowestincomequintileoftheadultpopulationaged18andover  
Mid－90s  

Age18＋   Age7う＋   

SingIepersons］ivine  

Entirepopulation  
A”oIderold Singlen■iving  Witnd  

w．y  

isnothouseholdhead）   

20．0   33．9  60．9  20．2  6．9   

20．0   4：i．2  7う．2  19．8  9．6   

20．0   う0．8  42／7  14．8   

20．0   23．2  43．3  1う．9  11．6   

20．0   3うう  78／7  う8．う  18，2   

ゴJs  20．0   43．4  う0，6  40．6   

20．0   う1．6  38．1  21．6   

層dom  20．0   う8．う  47．4  ヨ9．3  12．6   

1：eS  20，0   う4．9  う6．4  22．8  柑．8   

．．DatanotavailabIe．  
Note：ThereferenceunitintheSwedjshin⊂Omedataisa’’taxunit’■ratherthana“fami】y’’or’’househ01d’’，ThedataonSweden are，therefore，less  
COmParable．  

SotLrCeS：OECDcalculationsbasedmainlyondatafromtheLuxembourg】ncomeStudy．SeeYamadaandcasey（2001）．  

Thetablereferstopeopleaged75andoverwhoareinthelowesトincomequinti】eoftheadult  
POPulationaged18andover．TakeCanadaasanexample．Thefirstcolumnismerelyareminderthat，  
bydefinition，20％oftheadultpopulationmakesupthelowest・incomequintile，Theremainingthree  
coJumnsdescribepeop】eaged75andover，theL101deroldr’．JnCanada，34％oftheseolderpeoplehave  

incomesthatwouldputtheminthelowestquintile．Withinthatolderagegroup，thefigureforsingle  
WOmenlivingalone，at61％，ismuchhigher．Thetableshowsthat‥  

・A】thoughlowincomes are prevalent arnong allthe oldeT OJd，they are dramatica11y more  

PreValentamongoldwomenlivingalone．  

・Where the husbandis stillalive．theincidence oflowincomesis close to the averagein six  

CC・untries．buthigherintheUnjtedKingdom，theNetherlandsandJapan．  

Somesingleolderwomen，includingwidows，donotlivealone，butgobacktolivewithadult  
children．Thetablealsoshowsthepercentageofoldersinglepeoplelivinginamulti′generational  
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lowestdecile）．Most．butnotall．suchpeoplewi11bewomen．2Thetableshows，againnotunexpectedly，  
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havingalowincomeprovjdeditisassumed－andthisjsastrongassurnptjon－thatallincomesinsuch  
househc・1dsarepooled．  

Single oldermenlivingalone arein asituationanalogoustowidowsin notbenefitingfrom  
householdeconomiesofscale，buttheyareasmallgroupandhavesomewhatmoreincomethantheir  
femalecounterparts，Becauseofdifferencesinmarriageageandlongevity，WOmenarelikelytohave  
longerdurationsoftimewithlowincome．  

rrbble7，2comparesthesituationofwidowswhoarelivingalonewithwomenofthesameageljving  
withaspouse．（Thetoppanelshowsdataforwomenaged6うto74andthebottompanelprovidesdata  
forthoseaged75andover．）Thiscomparisongivesanindicationofhowincomecompositionmight  
changeafterthedeathofahusbandandhowthjs．jnturn，affectsthedisposableincomeofthewidow・  
Note，aSalways，thatthisisonlyageneralindication，Sincethedatadonottrackparticularindividuals  

overtinle．（Indeed，eVidencefrompaneldatasuggeststhatwidowswhoarerelativelyworseofftendto  

LIZi havehadlowerincomesbeforethedeathoftheirspouse．）  
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Table7．2，Disposableincomeofwidowslivingalonecomparedwiththatofcouples  
Ratioofincomeofwidowstocouplesintwo－PerSOnhouseholds．byincomecategoryandage．rnid′90s  
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 ．．Data nol：aVailable．  

a）Thesecomponentsarenotonly’’ownincome”．Thenumbersare⊂alcuIatedfromhousehold・1eve＝ncomedividedbyhouseholdsjze（OneOftWO）▲  
b）’10therpublicbenefits”incIuderneans・teStedbenefits  
C）CoupJewithou［chiJdren．  
d）ForCanada．‖Widow”a】soinc）udes一’Separated一‘and’’Divorced”  
e）VariablesfortaxandsocialsecuritycontrlbutionsarenotavajJabIeintheltaliandata．  
f）ForSweden，’’Widowl’cannotbeidentifiedata11，andthereforethecalculationisbasedon“singlefema】elivinga】one’’・  
Source5＝ OECDcalculationsbasedmainlyondatafromtheLuxembourg［ncomeStudy．seeYamadaandCasey（2001）．  

Thewidowsinbothagegroupshadlowerincomesthanthewomenlivingwithaspouse．andthe  
tablecomparesthesourcesofthosedifferences．TakeCanadaasanexampleofhowtoreadthistable．  
ThefirstrowsaysthatCanadianwidowsaged6うto74wholivedalonehad31．8％1essdisposable  

incomethanacoupleofthesameage（OnaPerCaPitabasis），aftermakingthenecessaryadiustments  
forequivalence．Thefigureof31．8％resultedfromlessworkingincome（－7，1％），greaterPublicpensions  
（＋12．1％）．etc，   

・The main cause ofthelowerlivingstandardsistheabsence ofhouseholdeconornies ofscale  
（29％inallcountries，anamOuntthatisamechanicalresultoftheequivalencescalethatisused）．   

・lnIapan，thelossofworkingincomeisalsoimportant．（Recallthat，inIapan，WOrkingincomeisan  
importantsourceofincomeduringretirement，throughworkbothbythoseaged6うandoverand  
byothersinthehousehold，）   

・1ncountrieswhereprivatepensionsareimportant．suchasCanada，theNetherlands．theUnited  
Kingdom（andtoamuchlesserextentSweden－andtheUnitedStates）．thelossofincomefrom  
thissourcewasalsoimportant．SeparateOECDcalculations（notshown）confirmthatthelevelsof  
Privatepensionsonapercapitabasisarelowerforwidowsthanforcouples．   

・Workingintheotherdirection，Publicpensions（includingsurvivors’benefits）werehigherforthe  
widowsinCanada，Germany，ltaly，theNetherlandsandtheunitedKingdom．SeparateOECD  
calculations（notshown）confirmthattheaveragebenefitlevelsofpublicpensionsforwidowsare ＿J3A  

◎OECD2001  

β  
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丁． OVERVrEWOF RET王FこEMENTJNCOME PROVISlON  
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Source：Informa［ionprovidedbynationalauthoritleS．SeeOECD（2004，2005a）foramoredetailedde缶nitlOnOftheseterms．  

thewaylnWhichthevalueofentitlementsisdetermined、Minimumpensionstakeaccount   

Onlyofpensionincome，Oftenfrom asinglepensionscheme，and arenotaffectedby   

incomeh－OmOthersavingsorassets．Minimumcreditsinearnings－relatedschemes，SuCh   

asthosein・BelglumandtheUnitedKingdom，haveasimilareffect：benefitsforworkers   

withverylowearningsarecalculatedasiftheworkerhadearnedatahigherlevel．  

Thesecondtierinthistypologyofpensionschemesplaysan“insurance”r01e・Itaims   

toprovideretireeswithanadequateincomerelativetotheirpreviousearnings，nOt）uSta   

POVerty－PreVentingabsolutestandard ofliving．Likethe firsttier，itismandatory・Only   

IrelandandNewZealanddonothavemandatory，SeCOnd－tierprovision・  

Some160ECD countrieshavepublic，definedLbenefit（DB）plans，makingthemthe   

most⊂OmmOn form ofpension－insurance provision・In DBschemes，the amount a   

PenSionerwjし11receivedependsonthenumberofyearsofcontributionsmadethrougl10ut  

「訂正1  ヲ  
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I，KEYFEATURES OF P］：NSION－SYSTEM DESIGN  

TableI．2・Summaryofpension－SChemeparametersandrules  
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w15  p  w  w   

L b25／L  L  f5   

－  80w／20p  p／p  w16   17   

－  20w／80p  p／p  w16  d   

ll．8  

lndexation d  p  p  33w／67p  

Definedcontrjbution   

Contribut10n rate  9  

（％indiv ea「ni叩S）  

CeiiillgS  

（％averageea「nings）   

Public  101  151  2757  147  117  96  No［e   

Private／occupationaI 257  

Pensionage   

Norma1  65  65  65  65  63  

None  302  

65  65  60  65  65  

（59－63）3  

60  60  60  

（56－60）3  

55  62  63  55  

Parametersarefor2004butinclude alllegislatedchangesthattake effectinthefuture．Forexample，SOme⊂Ountriesare  
increasingpension！ageSandextendingtheearningsmeasureforcalculatingbenefits：PenSionagesforwoplenareShownollly  
ifdifferentfromthoseformen・EarlypensionagesareshownonlywhererelevantL  
－＝nOtrelevant；fa】＝Varieswithage；［wj＝Varieswithearnings；［y］＝VarleSWithyearsofservice，  
b＝numberofbestyears；f＝numberoffinalyears；L＝lifetimeaverage．  
d＝discretionaryind（∋Ⅹation；fr＝Valorisation at a statutorilyfixed rate；P＝Valorisation／indexationwithprices；  
W＝Valorisation／indexa［ionwithaverageearnings；GDP＝1inkedtogrossdomesticproduct．  
DB＝definedbenefit；D（二＝defined⊂Ontribution；NDC＝nOtionala⊂COuntS，  

1，Belgium，SlovakRepubli⊂，UnitedKingdom：minimumbenefitcalculatedfromminimumcredit．  
2・CzechRepublic．PortLlgal，UnitedStates：higherac⊂rualratesonlowerearnings，10WeraCCrualsonhigherearnings．  
3，CzechRepublic：PenSionagesforwomenvarywithnumberof⊂hildren．  

4．Finland：higheraccrualratesatolderages．  
5・France，Greece，Swe〔Len：datashowncombinestwodifferentprogrammes・  
6，France，Swedenこhigherac⊂rualrateonhigherearningsunderoccupationalplans，  
7．Greece：effective⊂eilingcalculatedfrommaxirnumPenSion．  

28囲  PENSlONSATAGLANCE：PUBLICPOLICIESACROSS OECD COUNTRIESp2007EDITION－1SBN978－92－64－03214－9－◎OECD2007  
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Ⅰ．KEYFEATURES OFPENSION－SYSTEMDESIGN  

ableI・2・Summaryofpension－SChemeparametersandrules（COrlり  
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PENSIONSATAGLANCE：PUBLICPOLICII：SACROSSOECDCOUNTRIES－2007t：DITION－1SBN978－92－64LO3214－9－◎OECD2007  29  
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1．KEYFEATURES OF PENSION－SYSTEM DESIGN  

Table】・2・Summaryofpension－SChemeparametersandrules（COnり  
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30  PENS】ONSATAGLANCE・PUBuCPOLICIESACROSSOECDCOUNTRIESr2007EDITION－ISBN978－92－64LO3214－9－⑥OECD2007  
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′ごr棟数租こおける年分放や   

丹也民所得比12．2％（「厚生労働白書2005年」）とな  

っている。年金により高齢看亡′〕生氾の有意が釦ちれ  

ているからこそ，現役世代も、親の栓所的な生店の  

ノし配をすることなく安心して暮らすことができる。   

屠民年金の未加入・未納問題の背菜には，公的年  

令制度に鳩する考え方の理解不足むある。牡一会保牒  

庁の公的年金制皮の周知暦調森によると，年令保障  

わ祉保険省（第1号・・2号■ 3号）に比べ、婦1号  

未加入者の制度周知度はかなり低い（憂1）。年齢10  

歳階級別にみると、岩午（；0～29威）の錦］号未加  

入者は6つの調査克巳すべてにおいて他の世代より  

も周知度が低い。「塩民年金の加入義務」や「納付葡  

務」について周知」ている罪1号未加入者の割合は  

約5U％にすぎないり また，制度の什組みの周知度は  

さらに低（㌢っている（束1の1．4．5，6）。丼  

1号未加入者（20－59蔵）の・未加入二型由のうち「制  

度ごつ仕組み・届出の必要性を知らなかった」と回答  

し′こものは30．3％となっていろむ   

年金制姥への理解を岳めるためには，各種広報妹  

休を特用した広報痛戟，情報公開，相談楓能の允巽  

年金教育などか必要である。年余教育は苧徹のみで  

なく，職場，地域，家庭などでも千ナわれなければな  

らない。学校教育の中の年金教育はとりわけ教育効  

果が期待できる。近い将来加入することにキる年金  

制度への参加常識の醸成につながると考えられる。  

甘いというもの1イ多い。少テ・高齢社台において、  

稚靂に対処するためには，世代間の祉全な関係を維  

持することはなによりも塞製である。   

公的年金■は，社会全体ての世代間扶養とl■1う考え  

方に，崖】民一人ひとア）の保険料納付という自助努ニノニJ  

を組み合わせた仕組みである。これは．将釆の娃演  

社会がどのように変化しようとも，3つ√’）リスク（芯  

齢、院軍，働き手の死1ニ）に対して生活を抑実に保  

障できる唯一の仕組みである。社会保険の仕組みは、  

加入するか加入」な－、・かを個人√】任意に賽ねること  

では成り立たず，社会全体て仕組みをつ1二てることに  

より初めて可能となる。このたれ 一人ひと†りフ1こ  

の仕組みの蕊要性を正し〈認識し，この仕組みを未  

来へつないでいくことが必要である。公的年金制度  

は，郁齢期の土浦の妾本的な吾l；分を支えるもCつと」  

て，きわめて塵基なキュ刑を米にしていることが拙碑  

できるように」なければならなし・－。①年金は高齢者  

世席の収入の7劃 し畢生労働省「国民生活基礎調速  

2003年」）、②6割の高齢者世常が年金収入のみで生  

活（同〕，③高齢期の生活設計て年令を根りにすろ人  

は7剖（円閣肝「年金利度に関する世論調企20（j3  

年」），①一重偶の4人に1人が年金を受給 t社会保険  

庁1‾事業ヰ搬2003年」L ⑤地域経済を支える役割－  

一高齢化竿の商い県ては県民所得の13～14％が年度  

け厚生労働白杏2005年」），⑤年金総額は43．6兆㌻り．  

棄1 若年層の公印年金制度周知状況 2001年  

（畢．位：％）  

弟－サ  斜2サ  嗣3甘   第ユ冒  
ェゝ遮 

奴保険者  汲保険者  砿佑こ陳老   来加入者   

モ碍年令・の肋敢二に関 仝年齢  持て．（） 76＿2  侶．8   糾，〔   57．〔   

「る誹：k■り荘  2（ト29収   65・（1 鋸・3  70．3   72．しl   42．5  

l】入城瀬に側十るJ詞 全年齢  如．ご1   8り．l   92．7   耶．9   析＿］  

【り生  ZO、29蔵  J2，1   7†）、b   85．6   89．（）   57．5   

廿」‘魂二捺ぺ周知庇  全市齢  出．6  85，6  90．5   91＿d   dヱ，0   

20－29歳  77．3   7う．2   80・88d・3  48・2   

己険誠務の周知度  全年齢  60＿0   63．3   59．1   5台．7  38．1   

二D←29愈  √19．り   5：う．（】   射L4   50．7  3り．9   

ミ金絵イ’、i■の笑駅価伯 仝年齢  うヱ∴う～  4ヒ∴主  ミ6＿0  2S、7   

モす1七の制ノ望ご′）周知J空 20－29歳  39＿9  u S〔〉．6 L  
仁間草食の同種I二］抑 仝年齢  35＿6   27．7   ユ9．8   

′／3rり諜一棚j空  2〔ト29叔  22．ー）   19．0   24＿6   19＿6   15．9  

資料二社会保険庁F‾平成13年公的年別Lし八旗況琴調塞」  

注1’柏l与山谷の渚一を除∴  

2〕棟数は蒜ち1号・誼ヱサ・諏3サ確保険壷およぃ≠1サ未了Iロ入省以外の舟も育む。全年齢は2（ト5）胤  

勃牛節酢 断「孝庁琴師みけ言草師範  戸碓d老戟魂l号  

／∂  22   



年金と経済 V01．25：No．1   

の生徒の直答結果である。「あなたにとって公的年金  

制度は必要と思うか」の設問に対して，生徒の90％  

以上が「必要と思う」と回答した県が25県のうち14  

県ある。さらに「あなたは将来年金制度に加入して  

保険料を扉内めるか」の設問に一対して，生徒の70％以  

上が「必ず納める」と回答Lた県が半数以上ある。  

「納めたくない＿Lと答えた生徒数の割合は低い。「年  

金採算によって公的年金というものをヨ塁解できたか」  

3）公的年金制度が「世代と世代の支え合い」で成り  

立ってし1ることについて理研てきまLたか  

3）年金をもらえるのは年をとったときだけ  

である  

中学生  市校生  理解できた  87  76  理解できなかゥキ  10  19  その他  3  5   

4）年金のし（みは「世代と世代の支え合い」  

になっている  

4）」？がておとなになったら，自分の子ともたちのほ  

かに父母の面倒も見なければならなく守ります。  

このことについてあなたならどうしますか  

中学塵  市枕生   

公的年金の世話に   

80   

ちんと保険料を納   
66   

める   

公的年金はあてに   

6   ユ3   

賄うよう努力する   

どうするかその時   

にならないとわか   

らない   
田  四  

引 年金の常用はすペて税金てある  

6）受け取る年金は納めた年数と正也によっ  

て決まる  

資料こ福島社会保険革新局「平止17年庄一草食数量（出前掟鼓）の・軒耶■車種アンケート典釣結果」  

注：生徒を対象とした年金教室の笑施学校数・生徒数は中学校29校（38回）2．336人、高等学校31枚（44匝I）3、050人  

ン£附こかtごl弔し、、  

け   

ヱ0  
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は
じ
め
に
 
 

1
L
O
ほ
、
一
九
四
四
年
の
フ
ィ
ラ
デ
ル
フ
ィ
ア
宣
 
 

言
に
お
い
て
「
す
べ
て
の
人
間
が
、
人
榎
、
信
条
、
ま
 
 

た
ほ
性
別
に
か
か
わ
り
な
く
、
物
質
的
な
豊
か
さ
や
精
 
 

神
的
成
長
を
追
求
で
き
る
た
め
の
自
由
と
尊
厳
お
よ
び
 
 

径
済
的
保
苧
こ
平
等
の
機
会
」
を
も
つ
権
利
を
有
す
る
 
 

こ
と
を
表
明
し
た
。
こ
の
た
め
に
同
年
「
所
得
保
障
勧
 
 

告
」
等
が
採
択
さ
れ
、
こ
れ
竺
九
五
二
年
の
「
社
会
 
 

保
障
最
低
基
準
」
条
約
の
夜
石
と
な
っ
た
。
社
会
保
障
 
 

制
度
は
二
十
世
紀
の
大
き
な
功
癒
で
あ
っ
た
が
、
現
在
、
 
 

急
速
に
変
化
す
る
社
会
に
お
い
て
、
制
度
の
構
造
、
有
 
 

・
勒
性
お
よ
び
公
平
性
を
問
い
直
す
必
弄
に
迫
ま
ら
九
て
 
 

い
る
。
そ
の
一
つ
ほ
．
シ
ェ
ソ
グ
ー
平
等
の
視
点
で
あ
る
。
 
 
 

社
会
保
障
に
お
け
る
婦
女
平
等
の
国
際
的
な
潮
流
 
 

ほ
、
雇
用
の
機
会
と
待
遇
に
お
け
る
男
女
平
等
の
そ
九
 
 

に
比
し
て
、
か
な
り
遅
九
て
始
せ
っ
た
。
一
九
七
〇
年
 
 

代
に
な
り
、
テ
ロ
ソ
ク
の
間
層
提
起
を
は
じ
め
、
：
L
 
 

O
、
工
S
S
A
専
に
お
い
て
、
社
会
保
障
と
男
女
平
尊
 
 

外
食
仔
痺
卜
〆
午
牛
田
富
号
 
 

に
的
す
る
研
究
調
査
千
金
議
が
積
塩
的
に
展
開
掌
れ
 
 

た
。
従
釆
の
社
会
保
障
制
度
に
お
け
る
女
性
の
と
ら
え
 
 

方
に
は
①
夜
用
意
と
L
て
の
保
護
、
②
醸
待
暮
（
主
と
 
 

し
て
夫
〕
の
被
扶
養
者
と
し
て
の
保
護
の
二
つ
の
面
が
 
 

あ
っ
た
。
前
者
で
は
、
通
常
ほ
独
自
の
受
給
権
を
も
つ
 
 

が
、
女
性
の
労
働
と
の
関
連
で
不
利
な
取
り
扱
い
が
ビ
 
 

ル
ト
イ
ン
さ
れ
て
い
る
（
蓼
族
的
責
任
の
た
め
受
給
資
 
 

格
を
欠
く
こ
と
や
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
等
の
適
用
除
 
 

外
、
ま
た
低
賃
金
の
た
め
低
い
給
付
と
な
る
な
ど
）
。
後
 
 

者
で
ほ
、
独
立
の
権
利
が
な
い
か
、
ま
た
ほ
制
約
さ
れ
 
 

た
形
で
し
か
付
与
さ
九
な
い
ら
ま
た
離
婚
奪
の
場
合
に
 
 

は
、
受
給
資
格
を
欠
く
こ
と
に
も
な
る
ゥ
荷
齢
初
の
所
 
 

薄
味
障
は
男
性
よ
り
も
女
性
に
よ
り
大
き
な
検
討
課
萄
 
 

を
提
起
し
て
き
た
の
で
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
不
平
等
の
改
岳
 
 

は
と
り
わ
け
年
金
制
度
に
お
い
て
行
わ
れ
て
き
た
。
た
 
 

と
え
ば
、
西
欧
諸
国
で
ほ
改
善
策
と
し
て
、
す
で
に
叩
 
 

九
七
〇
年
代
前
半
に
、
育
児
ク
レ
■
シ
ッ
ト
や
年
金
分
割
 
 

が
導
入
さ
れ
た
。
 
 
 

本
稿
で
は
、
先
進
話
臨
の
年
金
制
度
に
お
い
て
、
女
 
 

性
は
ど
の
よ
う
に
比
定
づ
け
ら
れ
、
ど
¢
よ
う
な
政
策
 
 

的
対
応
が
な
さ
れ
た
か
を
と
り
あ
げ
る
。
 
 
 

一
、
女
性
と
年
金
 
 

主
要
国
で
用
い
ら
れ
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
は
、
七
 
 

、
王
－
、
 
 

つ
の
方
法
が
あ
る
。
 
 

制
 
配
偶
者
給
付
シ
ス
テ
ム
 
 
 

こ
れ
は
、
就
労
し
て
い
な
い
妻
に
高
齢
期
の
保
護
を
 
 

与
え
る
伝
統
的
な
方
法
で
あ
る
。
被
用
者
（
夫
）
が
本
 
 

人
分
り
保
険
料
の
み
を
艶
出
し
て
い
る
場
合
に
、
被
扶
 
 

餐
配
偶
者
（
至
り
た
め
に
一
定
の
給
付
を
行
う
仕
組
 
 

「
阜
で
あ
る
。
こ
の
は
あ
い
一
般
に
二
軍
詔
？
安
定
と
継
 
 

続
が
前
提
と
さ
れ
て
い
る
。
配
偶
者
給
付
の
レ
ベ
ル
は
、
 
 

一
九
七
〇
年
代
に
ほ
多
く
の
団
で
奥
の
基
本
年
金
の
半
 
 

分
ま
た
ほ
そ
れ
以
上
で
あ
っ
た
が
、
現
在
ほ
ア
メ
リ
カ
 
 

（
五
〇
％
）
を
除
い
て
、
半
分
以
下
の
園
が
多
い
。
日
本
 
 

（
三
九
％
）
、
オ
ラ
ン
ダ
（
三
八
％
）
、
イ
ギ
リ
ス
（
三
 
 

二
％
）
ゥ
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
実
の
年
金
に
在
韓
査
配
偶
者
 
 

分
と
し
て
加
給
を
行
う
仕
組
み
（
所
篠
鯛
童
あ
り
）
に
 
 

な
っ
て
い
る
が
、
加
給
年
金
は
年
四
千
フ
ラ
ン
 
（
最
低
 
 

Nq2182〈2002＿4＿Z2〉  
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表 外国の年金制度【こおける女性の張り顎い冊ヲ9年J   

配  シ′ 二L  最  介官   

蕃  テ／て 
蓋  任  個  

期期  権  加  単  

§                  イ謁  ス こ乙  偲  蕃児   意  人     】保            給 付  ムⅠ サ ルl  障 怠 壷  間間  の 分 ・割l  入位 l   

オーストラリア ○ 
／  

オーストリア  ○  

ベルギー  ○  C）  ○  ○  Cl  

カナダ  ○   ○  ○  

保
障
年
金
の
一
〇
％
程
度
）
 
で
あ
り
、
低
い
。
 
 

仏
 
土
二
パ
ー
サ
ル
・
シ
ス
テ
ム
 
 
 

有
給
の
仕
重
た
従
索
し
て
い
な
い
女
性
に
も
独
立
の
 
 

保
護
を
与
え
ス
二
つ
り
方
法
ほ
、
ユ
ニ
′
ハ
ー
サ
ル
な
適
 
 

用
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
年
齢
・
居
住
等
を
要
件
と
し
 
 

て
定
番
給
付
が
支
給
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
デ
ン
マ
ー
ク
 
 

（
生
2
）
 
 

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
、
ニ
ュ
ー
ブ
ラ
ン
ド
で
ほ
所
得
調
査
、
 
 

オ
ー
ス
ト
テ
リ
ア
で
は
資
力
調
査
が
課
せ
ら
れ
る
。
給
 
 

付
額
に
つ
い
て
は
、
ノ
ル
ウ
⊥
「
－
と
ニ
ュ
し
シ
ラ
ン
「
 
 

で
は
夫
婦
そ
れ
ぞ
れ
の
年
金
顔
は
単
身
者
の
年
金
筋
の
 
 

七
五
％
に
減
額
き
九
る
が
、
カ
ナ
ダ
で
は
単
身
者
と
同
 
 

額
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
国
で
は
、
配
偶
者
が
受
給
要
件
 
 

を
満
た
し
て
い
な
い
場
合
に
は
補
足
給
付
（
所
得
調
査
 
 

あ
り
）
か
支
給
さ
れ
る
。
一
般
に
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
 
 

▼
ヘ
ソ
シ
ュ
ン
は
低
彷
と
な
り
が
ち
で
あ
る
が
、
年
金
に
 
 

加
え
て
各
種
手
当
（
住
宅
・
介
護
等
）
を
支
給
す
る
国
 
 

も
あ
る
。
 
 

㈲
 
最
低
保
障
年
金
 
 
 

こ
九
ほ
、
雇
用
に
従
事
し
て
い
た
場
合
、
賃
金
水
準
 
 

些
関
係
な
く
愚
低
年
金
額
を
保
障
す
る
方
法
で
あ
る
。
 
 

女
性
な
ど
低
賃
金
被
用
寮
の
退
職
後
所
得
を
陳
障
す
る
 
 

た
め
り
制
圧
で
あ
る
。
社
会
保
険
を
採
用
す
る
は
と
ん
 
 

ど
の
一
国
（
オ
ー
ス
ト
リ
ア
と
ア
メ
リ
カ
を
除
く
）
 
に
お
 
 

い
て
、
最
低
県
陣
年
金
の
制
度
が
設
け
一
ら
れ
て
い
る
。
 
 

最
低
保
障
年
金
を
受
給
す
る
た
め
に
は
最
低
拠
出
劇
間
 
 

が
必
要
と
さ
九
る
。
ド
イ
ツ
で
ほ
、
三
十
五
年
の
拠
出
 
 

期
間
を
も
つ
低
賃
金
該
待
暮
正
対
し
て
ほ
、
稔
年
金
ポ
 
 

イ
ン
ト
が
被
保
険
者
平
均
収
入
の
七
五
％
（
最
高
）
ま
 
 

で
調
整
き
れ
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
ほ
、
一
九
九
入
牢
以
降
 
 

最
低
保
瞳
年
金
も
ス
ラ
イ
ド
制
の
適
用
を
受
け
る
。
ス
 
 

ベ
イ
ソ
で
ほ
、
六
十
五
歳
か
ら
支
給
（
配
偶
者
加
算
あ
 
 

り
）
さ
れ
、
六
十
五
歳
末
蒋
の
場
合
は
減
額
年
金
と
な
 
 

る
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
新
年
金
制
度
で
は
、
最
低
保
障
 
 

年
金
（
六
十
五
哉
以
上
対
象
）
が
国
華
か
ら
支
出
さ
れ
 
 

る
こ
と
に
な
っ
た
。
 
 

㈱
 
育
児
・
介
護
期
間
の
配
慮
 
 
 

こ
れ
は
、
育
児
ま
た
ほ
介
護
を
待
っ
た
期
間
を
年
金
 
 

制
度
上
考
慮
に
入
れ
る
と
い
う
特
別
の
方
法
で
あ
る
。
 
 

〝
ポ
′
シ
テ
ィ
プ
な
男
女
平
等
″
を
促
進
す
る
も
の
で
あ
 
 

る
。
拠
出
記
録
が
給
付
レ
ベ
ル
を
決
定
す
る
こ
と
な
変
 
 

め
る
が
、
特
別
の
背
痛
事
項
を
シ
ス
テ
ム
忙
阻
み
込
ん
 
 

で
、
よ
り
平
等
な
給
付
を
保
障
L
よ
う
と
す
る
も
の
で
 
 

あ
る
。
豪
族
政
策
に
力
を
入
れ
て
い
る
こ
／
ラ
ン
ス
ヤ
ベ
 
 

ル
ギ
ー
で
は
、
母
親
の
年
金
権
の
面
で
も
早
い
時
廟
近
 
 

特
別
の
措
置
を
採
用
し
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
ほ
、
一
 
 

九
七
二
年
に
母
親
（
被
保
険
者
）
 
に
育
児
ク
レ
一
シ
ッ
ト
 
 

を
導
入
し
た
が
、
一
九
七
五
年
改
正
で
は
、
在
宅
の
母
 
 

親
に
も
支
援
を
拡
充
し
た
。
現
行
制
度
で
は
①
男
女
と
 
 

も
三
人
以
上
子
な
重
曹
し
た
被
保
険
者
に
老
齢
年
金
の
 
 

叫
○
％
を
加
給
、
②
女
性
被
保
険
者
が
子
の
十
六
蔵
に
 
 

な
る
ま
で
の
間
少
な
く
と
も
九
年
間
養
育
し
た
寄
合
、
 
 

年
金
額
昇
走
に
当
た
り
子
一
人
に
つ
車
三
年
間
加
入
期
 
 

間
が
加
算
さ
れ
ろ
：
ヘ
ル
ギ
ー
で
も
、
一
九
七
三
年
に
、
 
 

育
児
の
た
め
瑛
用
を
中
断
す
る
女
性
ほ
、
子
が
三
歳
（
障
 
 

憲
児
は
六
戟
）
に
な
る
ま
で
適
用
魅
続
が
決
め
ら
九
た
。
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ド
イ
ツ
で
も
一
九
七
二
年
に
育
児
ク
レ
．
シ
ッ
ト
の
提
賽
 
 

が
な
さ
れ
た
が
、
費
用
面
で
の
反
対
に
上
り
採
用
さ
れ
 
 

ず
、
結
局
｝
九
八
六
年
に
導
入
き
れ
た
。
現
行
制
度
で
 
 

ほ
①
子
一
人
に
つ
き
誕
生
後
三
年
間
の
育
児
期
間
が
軌
 
 

出
期
間
（
平
均
東
金
を
簸
得
し
た
も
の
）
と
み
な
さ
れ
 
 

る
、
②
子
を
十
歳
に
な
る
ま
で
蜃
育
し
た
看
で
、
真
金
 
 

が
平
均
以
下
の
君
に
つ
い
て
、
年
金
額
算
定
に
当
た
り
 
 

平
均
賃
金
の
五
〇
て
／
0
0
％
の
範
囲
内
で
高
く
評
価
 
 

さ
れ
る
。
在
宅
介
護
期
間
に
つ
い
て
も
配
慮
が
な
さ
れ
 
 

る
。
イ
ギ
リ
ス
・
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
ほ
、
年
金
額
算
定
 
 

の
際
育
児
や
介
護
の
た
め
低
所
得
で
あ
っ
た
期
間
が
補
 
 

佐
さ
れ
る
。
ス
イ
ス
で
は
、
十
六
歳
末
溝
の
子
の
奉
育
 
 

ま
た
ほ
家
族
介
護
期
間
各
年
に
ク
レ
■
シ
γ
ト
が
付
与
さ
 
 

九
る
。
ス
ウ
ェ
ー
テ
ン
の
新
制
度
で
は
、
子
が
四
歳
に
 
 

な
る
ま
で
み
な
し
所
得
を
設
け
る
こ
と
に
よ
り
、
育
児
 
 

の
た
め
女
性
が
不
利
に
な
ら
な
い
よ
う
対
応
が
な
さ
れ
 
 

て
い
る
。
み
な
し
所
得
と
ほ
①
子
の
出
生
前
年
の
所
待
、
 
 

②
十
六
歳
以
上
六
十
五
黄
未
満
の
全
加
入
期
間
の
平
均
 
 

所
樽
の
七
五
％
、
③
現
実
の
所
得
に
基
破
額
分
を
ブ
ラ
 
 

ス
し
た
砿
の
う
ち
最
も
有
利
な
額
を
年
金
制
度
上
り
所
 
 

得
と
し
て
扱
う
。
 
 

㈲
 
年
金
権
の
分
割
 
 
 

こ
九
は
、
■
夫
婦
が
家
庭
内
労
働
と
有
給
の
労
働
を
ど
 
 

の
よ
う
に
選
択
す
る
か
に
関
係
な
く
、
両
者
の
拠
出
記
 
 

・
鎧
を
合
算
し
、
平
等
に
分
割
し
、
年
金
額
宮
沢
め
る
方
 
 

法
で
あ
る
。
黄
婦
共
有
の
年
金
権
は
夫
婦
同
居
期
間
に
 
 

応
じ
て
分
割
さ
れ
る
。
次
の
三
時
点
で
、
年
金
分
劃
が
 
 

考
え
ら
九
る
ら
①
受
給
権
を
獲
得
し
た
と
き
、
②
結
婚
 
 

が
破
綻
し
た
と
き
、
③
退
職
年
齢
に
達
し
た
と
き
で
あ
 
 

る
。
た
だ
し
、
年
金
権
の
分
割
に
ほ
問
題
も
あ
る
（
結
 
 

婚
回
数
が
多
い
、
審
美
婚
で
あ
る
、
片
稼
ぎ
世
帯
の
按
 
 

待
暑
が
障
害
を
も
っ
た
場
合
な
ど
）
。
そ
の
た
め
、
早
い
 
 

時
期
に
分
割
制
度
を
実
施
し
た
′
ヘ
ル
キ
ー
、
ド
イ
ツ
、
 
 

カ
ナ
ダ
で
ほ
、
年
金
権
分
割
の
原
則
ほ
離
婚
し
た
女
性
 
 

に
の
み
適
用
さ
れ
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
カ
ナ
ダ
で
ほ
、
 
 

離
婚
の
他
、
夫
鯨
両
方
が
退
職
年
齢
（
一
ハ
十
歳
）
 
に
達
 
 

し
て
い
れ
は
、
年
金
権
を
分
割
で
き
る
こ
と
に
な
っ
た
。
 
 

ド
イ
ツ
で
は
二
〇
〇
一
年
改
正
に
上
り
、
婚
姻
中
の
夫
 
 

婦
（
婿
短
期
間
二
十
五
年
以
上
）
に
つ
い
て
も
年
金
分
 
 

割
が
可
能
と
な
っ
た
。
ス
イ
ス
で
も
、
嬉
細
中
・
離
婚
・
 
 

死
別
の
際
、
夫
と
宴
の
拠
出
記
録
な
合
葬
し
、
分
割
で
 
 

き
る
。
育
児
・
介
護
ク
レ
ジ
ッ
ト
も
分
割
で
き
る
。
年
 
 

金
分
割
が
尋
入
さ
九
た
年
は
、
ベ
ル
ギ
1
一
九
五
六
年
、
 
 

ド
イ
ツ
一
九
七
七
年
、
カ
ナ
ダ
一
九
七
八
年
、
ア
イ
ル
 
 

ラ
ン
ド
一
九
九
六
年
、
ス
イ
ス
一
九
九
七
年
（
夫
婦
合
 
 

算
制
度
の
導
入
は
二
九
七
二
年
）
 
で
あ
っ
た
。
ア
メ
リ
 
 

カ
で
ほ
、
年
金
分
割
の
仕
組
み
は
な
い
が
、
婚
姻
期
間
 
 

十
年
以
上
の
離
婚
し
た
妻
に
対
し
て
、
元
夷
の
拠
出
記
 
 

痘
に
基
づ
き
、
元
其
の
老
齢
年
金
の
五
〇
％
が
保
障
さ
 
 

れ
る
（
」
ハ
十
五
歳
以
降
支
給
、
六
十
二
～
六
十
四
歳
の
 
 

場
合
ほ
減
顕
さ
れ
る
）
。
 
 

㈲
 
任
意
加
入
 
 
 

こ
れ
ほ
、
有
給
の
仕
事
に
放
い
て
い
な
い
主
婦
な
ど
 
 

が
年
金
受
給
資
格
を
得
る
た
め
、
年
金
保
険
に
任
悪
加
 
 

入
で
き
る
制
度
で
あ
る
。
イ
タ
リ
ア
は
主
婦
に
対
す
る
 
 

任
意
免
除
妄
早
く
か
ら
採
用
し
た
閑
人
二
 
つ
で
あ
る
 
 

（
一
九
六
三
年
、
実
施
ほ
一
九
六
七
年
）
。
イ
タ
リ
ア
に
 
 

ほ
被
扶
妾
配
偶
者
に
対
す
る
給
付
は
な
い
っ
 
任
意
保
険
 
 

へ
の
加
入
ほ
専
菓
主
婦
忙
限
ら
れ
、
希
望
す
る
年
金
額
 
 

に
応
じ
て
拠
出
が
決
め
ら
れ
た
。
・
ヘ
ル
ギ
ー
で
は
、
一
 
 

九
六
七
年
に
、
幾
嬉
し
た
女
性
の
た
め
の
任
意
年
金
保
 
 

険
が
発
足
し
た
。
ド
イ
ツ
の
年
金
制
度
に
も
被
扶
餐
の
 
 

葬
に
対
す
る
配
偶
者
給
付
は
な
い
。
一
九
七
二
年
改
正
 
 

で
ほ
、
就
労
経
験
の
な
い
主
婦
ふ
任
意
抱
出
に
上
り
受
 
 

給
権
を
も
て
る
上
う
に
な
っ
た
。
現
行
制
度
で
ほ
、
ド
 
 

イ
ツ
に
居
住
し
、
か
つ
保
険
加
入
義
務
の
た
い
老
は
十
 
 

六
轟
か
ら
任
意
加
入
で
き
る
。
フ
ラ
ン
ス
ほ
一
九
七
五
 
 

年
に
、
二
準
制
度
に
加
入
で
き
な
い
母
親
等
に
任
悪
加
 
 

入
制
度
を
実
施
し
た
ら
 
イ
ギ
リ
ス
で
は
基
硬
年
金
に
任
 
 

意
加
入
で
き
る
。
任
意
加
入
に
共
通
す
る
点
は
、
雇
用
 
 

期
間
と
任
意
拠
出
期
間
を
通
算
で
き
る
こ
と
、
年
金
額
 
 

は
通
常
の
フ
ル
ベ
ン
シ
ョ
ソ
よ
り
低
い
が
、
・
主
婦
奪
が
 
 

自
ら
の
権
利
と
し
て
給
付
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
で
あ
 
 

る
。
実
際
に
ほ
、
任
意
加
入
は
保
険
料
拠
出
の
可
能
な
 
 

資
力
の
あ
る
者
に
限
定
言
れ
る
。
 
 

潤
 
個
人
単
位
 
 
 

先
進
諸
国
わ
動
向
を
み
る
と
、
依
然
と
し
て
主
た
る
 
 

基
準
を
〝
宍
の
被
扶
養
者
″
と
す
る
国
が
多
い
。
し
か
 
 

し
近
年
、
年
金
制
匿
妄
世
帯
単
位
か
ら
個
人
単
位
に
組
 
 

み
替
え
、
男
女
平
等
を
進
め
る
改
峯
を
行
っ
た
国
も
あ
 
 

る
。
ス
イ
ス
の
公
的
年
金
制
度
は
一
九
四
八
年
の
創
設
 
 

以
来
何
回
も
改
正
が
行
わ
れ
た
が
、
r
九
九
七
年
一
月
 
 

（
斧
十
回
改
正
）
か
ら
年
金
制
匿
ほ
個
人
単
位
に
変
更
さ
 
 

れ
た
。
単
身
、
既
嬉
、
離
婚
、
寡
婦
（
夫
）
 
に
関
係
な
 
 

く
、
各
自
に
独
立
の
年
金
権
が
付
与
き
れ
る
。
天
婦
は
、
 
 

従
来
の
夫
痘
年
金
に
代
わ
り
、
二
つ
の
個
別
の
老
齢
年
 
 

金
を
受
給
す
る
。
年
金
額
ほ
平
均
所
得
と
拠
出
期
間
に
 
 

上
り
決
ま
る
が
、
既
婚
、
離
衝
、
死
別
し
た
老
の
平
均
 
 

所
得
ほ
婚
姻
中
の
雇
用
か
ら
の
所
得
を
分
割
し
、
算
定
 
 

さ
れ
る
（
育
児
・
介
護
ク
レ
．
シ
ッ
ト
も
二
分
割
）
。
ス
 
 

ウ
ェ
ー
テ
ン
で
は
一
九
九
一
年
一
月
に
、
年
金
制
度
の
 
 

完
全
個
人
単
位
化
を
実
施
し
た
。
旧
制
度
の
寡
婦
年
金
 
 

（
寡
夫
年
金
は
な
か
っ
た
）
は
廃
止
（
四
十
年
聞
か
け
て
 
 

週刊社会保障－2ロ  No＿2182く2002．4．22ン  

ノウ   26  



t行．㌻臣妻  
段
階
的
に
廃
止
）
 
さ
れ
た
の
 
 
 

な
お
、
一
先
進
諸
国
で
は
一
九
六
〇
年
代
よ
り
離
婚
函
 
 

が
急
上
昇
し
、
離
婚
者
（
と
く
に
無
策
の
場
合
）
 
の
社
 
 

会
的
保
護
が
問
壇
と
さ
れ
た
可
能
嬉
し
た
妻
の
年
金
権
 
 

の
問
題
ほ
諸
外
国
で
は
ど
の
上
う
に
取
り
扱
わ
れ
て
い
 
 

る
で
あ
ろ
う
か
。
 
 
 

別
れ
た
夫
が
死
亡
し
た
場
合
、
遣
族
年
金
に
つ
い
て
 
 

は
、
①
離
婚
し
た
襲
が
資
格
要
件
・
智
満
た
し
て
い
れ
ば
、
 
 

社
会
保
険
制
度
の
ヰ
で
年
金
を
支
給
す
る
国
（
フ
ラ
ン
 
 

ス
、
イ
ギ
リ
ス
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ス
ペ
イ
ン
、
ア
メ
リ
カ
）
、
 
 

②
ユ
ニ
．
ハ
ー
サ
ル
な
制
度
ま
た
は
扶
助
に
上
り
給
付
を
 
 

支
給
す
る
国
（
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
、
ニ
ユ
㌧
シ
ラ
ン
ド
、
 
 

ノ
ル
ウ
ェ
ー
）
、
③
年
金
分
割
シ
ス
テ
ム
を
採
用
す
る
国
 
 

（
カ
ナ
ダ
、
ド
イ
ツ
、
ベ
ル
ギ
ー
）
、
⑥
個
人
単
位
の
国
 
 

（
ス
イ
ス
）
に
分
か
九
る
ら
別
れ
た
寿
が
廿
凧
齢
に
な
っ
た
 
 

と
き
の
老
齢
年
金
に
つ
い
て
は
、
離
婚
し
た
芽
に
は
支
 
 

給
し
な
い
国
が
多
い
。
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
ユ
ニ
 
 

バ
ー
サ
ル
な
制
度
が
採
用
さ
れ
て
い
る
国
や
年
金
分
割
 
 

を
寄
入
し
て
い
る
国
、
離
婚
者
に
対
す
る
特
別
の
競
走
 
 

の
あ
る
国
で
ほ
、
老
齢
年
金
を
受
給
で
き
ろ
。
 
 
 

二
、
ジ
ェ
ン
ダ
I
平
等
の
促
進
 
 

（
山
川
▲
1
し
 
一
九
八
四
年
の
I
L
O
維
告
苔
に
お
い
て
は
、
社
会
 
 
 

王
子
経
済
学
部
卒
業
。
主
な
要
事
に
「
女
性
と
社
会
保
障
」
 
 

（
【
女
性
の
．
デ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
」
東
大
出
版
会
）
、
「
税
制
と
 
 

社
会
保
屏
」
（
三
十
一
世
紀
を
支
え
る
税
制
の
論
理
弟
L
 
 

塗
ハ
馨
鑑
墾
協
舎
、
「
鼠
族
政
策
の
国
際
比
較
」
（
石
 
 

筆
社
会
の
子
育
て
支
援
」
東
大
出
版
会
）
な
ど
。
 
 

つ
む
ち
・
あ
つ
 
 こ
 
中
京
大
学
経
済
学
部
教
脛
■
）
名
古
屋
 
 

保
障
と
男
女
平
等
に
関
連
し
て
、
将
来
に
お
け
る
政
策
 
 

ほ
以
下
の
原
則
に
基
づ
く
べ
き
で
あ
る
と
の
勧
告
が
行
 
 

わ
れ
た
。
好
一
に
、
性
別
を
理
由
と
し
て
女
性
を
不
利
 
 

に
取
り
扱
う
こ
と
ほ
茶
本
的
人
権
に
反
す
る
も
の
で
あ
 
 

り
、
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
。
第
二
に
、
同
居
す
る
男
女
 
 

は
賠
姫
の
有
無
忙
か
か
わ
ら
ず
、
被
扶
養
老
と
し
て
位
 
 

置
づ
け
ら
れ
る
の
で
ほ
な
く
、
独
白
の
受
給
権
を
持
つ
 
 

べ
き
で
あ
る
。
も
L
必
要
が
あ
る
な
ら
ば
、
パ
ー
ト
ナ
ー
 
 

が
収
入
の
中
か
ら
相
手
を
保
障
す
る
た
め
の
保
険
料
を
 
 

支
払
う
べ
き
で
あ
る
。
第
三
に
、
受
給
権
が
軌
出
や
所
 
 

得
の
記
録
に
基
づ
い
て
得
ら
れ
る
場
合
、
夫
婦
わ
権
利
 
 

は
ど
ち
ら
か
ら
も
日
活
の
途
を
誓
う
こ
と
の
な
い
よ
う
 
 

夫
婦
の
間
で
分
割
す
べ
き
で
あ
る
。
必
要
が
あ
る
な
ら
 
 

ば
最
低
保
障
額
を
引
上
げ
る
べ
き
で
あ
る
。
鮮
四
に
、
 
 

育
児
や
介
護
の
た
め
に
労
働
力
と
な
れ
な
か
っ
た
期
間
 
 

に
つ
い
て
は
、
手
当
を
支
給
す
る
か
、
ま
た
は
拠
出
期
 
 

間
と
し
て
社
会
的
に
認
め
る
べ
き
で
あ
る
。
第
五
に
、
 
 

社
会
保
障
の
権
利
を
確
立
す
る
た
め
に
、
生
計
を
共
に
 
 

す
る
あ
ら
ゆ
る
タ
イ
プ
の
夫
婦
を
認
め
る
べ
き
で
ぁ
 
 

る
。
社
会
保
障
制
度
に
お
け
る
女
性
の
地
位
は
従
属
的
 
 

立
場
に
基
づ
く
の
で
は
な
く
、
独
立
の
、
平
尊
な
権
利
 
 

と
し
て
位
置
づ
け
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
勧
告
ほ
、
各
 
 

国
の
制
度
改
革
に
影
響
を
及
ぼ
し
た
。
鱒
嫡
と
家
族
に
 
 

関
す
る
伝
統
的
な
考
え
方
を
前
掟
と
す
る
〝
世
帯
単
鮫
〟
 
 

を
〝
個
人
単
也
″
に
組
み
替
え
る
、
ま
た
ほ
拠
出
と
給
 
 

付
の
構
造
に
関
す
る
重
要
な
修
正
を
行
う
こ
と
な
く
、
 
 

現
行
制
度
を
適
用
除
外
層
に
も
紘
大
す
る
な
ど
■
シ
ュ
ン
 
 

ダ
ー
平
等
へ
の
努
力
が
行
わ
れ
た
。
育
児
ク
レ
▲
シ
ツ
・
卜
 
 

ほ
、
年
金
制
慶
で
子
育
て
家
産
を
〝
優
遇
〟
す
る
の
で
 
 

は
な
く
、
〝
よ
り
平
等
な
″
給
付
を
保
障
し
よ
う
と
す
る
 
 

も
の
で
あ
る
（
ポ
．
シ
テ
ィ
プ
な
男
女
平
等
の
促
進
）
。
 
 
 

（
1
）
 
水
野
は
、
郵
相
敬
子
「
遼
載
女
性
と
年
金
①
～
⑳
」
r
ね
ん
 
 

き
ん
±
九
七
l
ハ
年
十
一
月
号
～
一
九
七
七
年
十
月
号
、
「
社
会
県
 
 

障
に
お
け
る
女
性
の
地
位
に
関
す
る
予
備
的
考
察
」
宗
刊
社
会
 
 

保
障
研
究
－
一
九
七
六
年
九
月
、
「
女
性
と
社
会
保
嘘
」
蛋
刊
社
 
 

会
保
障
研
究
J
 
T
九
八
五
年
十
二
月
を
も
と
に
し
て
い
る
。
最
新
 
 

の
制
度
概
要
に
つ
い
て
は
、
b
草
野
、
L
粁
9
…
．
官
・
等
量
室
琵
 
 

、
ニ
ー
、
■
－
ミ
ミ
、
、
、
㌻
 
【
コ
．
こ
L
∴
・
こ
■
－
ミ
＝
ミ
ニ
こ
…
㌧
、
芸
、
・
＼
¶
、
√
 
 

）
釘
、
・
ぎ
鼠
－
麗
ジ
厚
生
年
金
志
金
連
合
会
柘
【
海
外
の
年
金
制
 
 

匡
〓
九
九
九
年
、
厚
生
労
働
省
「
女
性
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
 
 

変
化
等
に
対
応
し
た
年
金
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会
親
背
せ
」
 
 

こ
0
〇
一
年
を
参
照
し
た
。
 
 

（
2
）
 
夫
婦
で
一
方
が
受
給
貫
件
を
満
た
し
て
い
た
い
場
合
 
 

‥
∵
 
訂
吏
、
㌻
、
ぎ
ミ
：
、
ニ
∴
・
、
こ
ミ
㌧
 
こ
ご
、
言
ニ
ー
 
 

、
ヨ
彗
～
q
∽
Q
鼓
h
n
⊇
コ
■
ぎ
ー
慧
テ
【
「
P
 
 

（
4
）
 
「
権
利
が
保
護
さ
れ
、
十
分
元
収
入
を
生
み
、
適
切
な
社
 
 

会
的
振
寒
が
供
与
さ
九
た
生
産
的
た
仕
事
」
（
I
L
O
）
 
 

社
会
保
障
に
お
け
る
■
シ
エ
ソ
ダ
ー
平
等
を
実
現
す
る
 
 

た
め
に
は
〝
男
女
の
役
割
の
平
軍
″
を
促
進
す
る
こ
と
 
 

が
重
要
で
あ
る
。
女
性
を
あ
ら
ゆ
る
社
会
活
動
に
同
等
 
 

に
参
加
さ
せ
る
た
め
に
不
可
欠
な
施
策
（
保
育
サ
ー
ビ
 
 

ス
、
育
児
・
介
護
休
業
、
児
童
手
当
、
再
就
職
わ
た
め
 
 

の
職
策
訓
練
等
）
が
拡
充
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

社
会
供
障
と
雇
用
政
策
ほ
密
笹
に
関
連
し
て
い
る
が
ゆ
 
 

え
に
、
女
性
芋
イ
セ
ソ
ト
ワ
塙
わ
を
確
保
す
る
た
め
 
 

の
栓
会
を
拡
大
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
急
速
な
経
 
 

済
・
社
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「平成16年度改正後の残された課瑠」についての意見  

08．6．26   

中名生 隆   

自立自助の考え方を基本とした社会保険方式と、国民留保険、全国民共通の基礎年金と  

に間には、制度の考え方として異なる面があり、基礎年金の全額税方式化も1つの選択肢  

と考えられる。   

全額税方式の場合には、   

（1－1）国民年金保険料の徴収時効   

（1－3）低年金者、低所得者に対する加算等   

（1－4）国民年金保険料の免除制度   

（1－7）成人年齢の見直しと国民年金制度の適用年齢   

（2）   第3号被保険者制度   

などの問題は無くなり、   

（1－2〉老齢基礎年金の受給資格期間   

（1－5）育児期間中の保険料免除   

（1－6）非正規雇用者に対する厚生年金適用の拡大等   

の問題も性格が異なるものとなる。   

替わって、移行過程の措置が大きな間堵となる（全額税方式化に伴って、支給開始年齢  

を65歳からさらに引き上げることを併せて検討すべきである）。  

（1－1）国民年金保険料の徴収時効 ほ年）の見直し   

納付期限を延ばすことによって、受給権を得られる者がさほど増えるとは考えられず、  

他方、時効を延ばすことによって債権債務関係の確定に時間を要し、事務が複雑化するこ  

とが考えられる。また、他の社会保障制度における保険料の徴収時効とのバランスを考え  

ても、国民年金保険料の徴収時効を延ばすことは適切ではないG  

（1≠2）老齢基礎年金の受給資格期間（25年）の見直し   

国民年金保険料の免除制度が有効に機能していれば、受給資格期間は現行の25年で差し  

支えないと考えられるが、現状において、この受給資格期間を満たさず、結果的に保険料  

の掛け捨てとなっている人が、どんな人で、どの位いるのかというデータを踏まえて議論  

すべきである。  

（1－3）低年金者、低所得者に対する加算等  

社会保険方式の下では、現行の低所得者への保険料免除制度がかなりぎりぎりの配慮▲  
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工夫であり、それでも救えない低所得者に対しては、生活保菌をもっと受けやすくするな  

ど年金制度の外での工夫をすべきではないか。この間題に正面から応えるためには、基礎  

年金の全額税方式化に踏み切ることが必要になる。  

（1－4）国民年金保険料の免除制度   

現在社会保険庁が行っている免除申謂をしていない看に対する勧奨を徹底すべきであり、  

本人の申請を待たずに職権で行うのは、行き過ぎである。  

（1－5）育児期間中の保険料免除   

次世代育成文壇の観点は、年金制度上重要である。ただし、年金制度を支える層を増や  

す効果は、在職老齢年金に比べて間接的なものであるだけに、財政投入により国民年金に  

も育児期間中の保険料免除を導入すべきかは難しい判断である。  

（1－6）非正規雇用者に対する厚生年金適用の拡大等   

先ずは、継続審議となっている被用者年金一元化法案の成立を目指すべきである。   

さらに適用範囲の拡大を図るペきであるが、その際、帯3号被保険者のあり方も併せて  

検討すべきである。   

国民年金保険料の事業者徴収は、適切でない。  

（1－7）成人年齢の見直しと国民年金制度の適用年齢  

保険料の徴収は、稗待と連動させるべきであり、適用年齢の引き下げは適切でない。  

（1－8）高齢者雇用と整合的な仕組み（在職老齢年金等）   

高齢者の就業を促進することによって、年金制度を支える層を増やすことは、極めて重  

要な観点である凸 老齢年金の受給開始時期を各人が選択できるようにし、受給開始時期に  

よって総額が変わらないようにすべきである。  

（2）第3骨被保険者制度   

第3号被保険者制度は、個人単位と世帯単位、応能負担と応益負担などの原則の妥協と  

して設計されており、非正規雇用者に対する厚生年金適用を拡大していく上でもネックに  

なっている。第3号被保険者にも独自の保険料負担を求めることが筋であろうが、現状か  

らは現実的ではない。基礎年金の全額税方式を採用すれば、この間麿は解決される。  
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2008年6月19日  

第9回年金部会 各論点への意見  

日本総研 西沢和彦  

現行年金制度の枠組を前提とし、各論点に意見を述べれば、次の通りです。  

資料1－1 時効長期化の効果は見極めにくい。国民年金保険料の徴収時効を長期化す  

ることによる（り 後で保険料を納めれば良いという被保険者側のモラル低下の程度、（2）  

徴収機関側からみて国民年金保険料という大量の小口債権を長期間管理するコストの2点  

を特に考慮しながら検討を深めるべき。   

資料l－2 老齢基礎年金の受給資格期間短縮の効果も見極めにくい。期間短縮による  

（1）保険料拠出インセンティブの減退（例えば10年に短縮した場合、既に10年を充足し  

ている人は未納を選ぶ可能性）、（2）低年金の発生が懸念されるため。   

この論点の根底にあるのは、次のジレンマと考える。「基礎年金」の名を冠する以上、意  

味ある給付水準を提供したい。すると拠出原則のもとでは、ある程度の期間を要さざるを  

得ない。他方、拠出と給付の結び付きという制度の特徴に着目すると、1か月の保険料納  

付でも給付に結び付く方が国民の期待に応えやすい側面もある。   

仮に、期間短縮するのであれば、もはや「基礎年金」とは呼びにくくなる。逆に、意味  

ある給付水準を提供しよう、言い換えれば「基礎年金」に踏みとどまろうとするならば、  

期間短縮は好ましくない。   

資料1－3 加算等は今後積極的に検討していくべきアイディア。特に、基礎年金にもマ  

クロ経済スライドが適用されることから、必要性は高まっていると考える。（り 設計の核  

心の一つとなるのは、資力テストの対象。スウェーデンの保証年金のように本来的な年金  

額だけにするのか、あるいは、年金受給時の総合所得とするのか。何れをも課す案も考え  

られるものの、財政面のメリットが見込める一方、制度が複雑になるデメリット。（2）ま  

た、本来的には、個々人の資力情報が1つの執行機関で一元的に正確に把握されているこ  

とが効率的。こうした加算等を執行していく体制整備も重要な論点。（3）このほか、現行  

制度を前提とすると、仕組みに関し詰めなければならない点が多い。例えば、拠出原則に  

基づく基礎年金に別途加算を設けたり、あるいは、生活保護の受給をより容易にしたりす  

る場合、P2の一つめの○にあるように、基礎年金の拠出インセンティブにマイナスの影  

響が生じる懸念。   

資料1－4 個人所得課税と一体的に議論すべき。年金保険料には反対給付があること  

などから租税と全く同じではないとはいえ、参考1（P6）にあるように、水平的公平の間  
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題を完全に避けることは出来ない（資料1－2のP3の数値例もこの点を意識したもので  

はないか）。個人所得税・住民税における給与所得控除の背景の1つは水平的公平の問題。  

国民年金保険料の免除制度の見直しは、税制とM†体的に、具体的には、給与所得控除の縮  

小が給与所得者に受け容れられるような土壌作りのなかで進められることが好ましいと考  

える。   

こうした議論のなかで、「免除制度の見直し」というよりも論点を大きく設定し「定額保  

険料」そのものの見直しに着手すべきではないか。   

資料1－5 趣旨は好ましい。もっとも、第3号被保険者の仕組みと同様、説明が付き  

にくい点がある。第3号被保険者の仕組みは、家事、育児、介護など家庭内労働を年金制  

度のなか で積極的に評価している点で大きな意義を有しているものの、（1）なぜ国民年金  

にそうした仕組みがなく厚生・共済年金だけなのか（自営業者を夫に持つ専業主婦もいる  

はず）、（2）専業主婦世帯への再分配の財源を単身世帯や共働き世帯も保険料の名目で負担  

しなければならないのか、（3）働く必要のない裕福な人まで第3号でなければならないの  

か、についての説得的な理由がないと思われる。   

あるべき姿としては、全国民を対象に本趣旨が徹底され、再分配的な財源であるので税  

で賄われるのが適していると考える。   

資料1－6 先ず、厚生年金の適用拡大という大目標は好ましくとも、賃金基準の98，000  

円をさらに引き下げることは国民年金制度加入者との公平性の観点から許容されにくいと  

考える。現行制度を前提とするならば、一元化法案成立後のさらなる適用拡大としては、  

勤続期間基準や事業所規模基準の緩和などに限られる。   

次に、国民年金保険料の事業主徴収は、現行制度のままだと問題が多い。（l）事業主の  

納税協力費用増となる。現在、事業主が負っている個人所得税、個人住民税、社会保険料  

の源泉・特別徴収などの納税協力費用の縮小が先決。具体的には、国、地方、社会保険料  

問の課税ベースの重複整理や徴収一元化など税制と行政の根本的見直し。（2）同じ職場に、  

給与から14，∠L10円が天引きされる人と7，000円程度しか天引きされない人（しかもこの人  

の方が給与は高く、給付も多い）が混在する状況は、好ましくないのではないか。こちら  

は懸念。   

資料1－7 大学卒業年にあたる22～23歳から働き出しても、60歳台前半まで働けばモ  

デル年金の受給に必要な40年間の加入期間を満たすことが可能であり、20歳からの学生に  

国民年金保険料を課すことにどれほど意味があるのか疑問。ましてP2にあるように、学生  

には所得がない。仮に国民年金に加入させるとしても、学生にとってもリスクとして存在  

する障害基礎年金部分だけを切り出して加入させる方向を検討したらどうか。  

2  

31   



資料1－8 在職老齢年金は、現役世代の保険料負担軽減という財政的寄与が唯一最大  

の意義。他方、制度が持つべきロジックを犠牲。給与所得のみが年金カットの基準となっ  

ている点も「狭い」点で問題。年金受給資格者が就労した場合の年金給付について、 ある  

べき論としては、拠出と給付のリンクする社会保険を標梼する以上、いったんは年金とし  

て給付し、その上で、給与所得、年金（雑所得）、事業所得などを合算した総合所得への課  

税を行い、それを年金特別会計へ繰り入れる仕組みとすべき。公的年金等控除のもう一一段  

の見直しを含め個人所得税制と一体的に議論するのがいいと思う。   

資料2 参考6の第Ⅰ案～第Ⅵ案をみると何れも一長一短。そのなかでは、資料1－5  

で述べた意見を踏まえると、第Ⅵ案と第Ⅳ案を組み合わせるのが相対的に合理的かと思わ  

れる。   

もっとも、参考7の方法Ⅰ～Ⅳも含め、何れも、現行年金制度の枠組のなかで合理性を  

追求していくと、年金制度がさらに複雑になる。また、第3号被保険者に負担を求める実  

の場合、同じく国の制度である個人所得税制で被扶養配偶者がいると、担税力の低下要因  

への配慮として配偶者控除がある点との整合性が、年金には反対給付があるとは言え、気  

になる。   

以上は現行制度を前提とした意見だが、資料トー5（育児）、資料1－6（厚年適用拡大）、  

および、資料2（第3号）の各論点については、現行制度を前提とせず、1階部分と2階  

部分の費用負担を切り離していくことでよりクリアな制度設計が期待出来る。   

資料1－1（時効）、資料12（期間短縮）、資料13（加算等）は、拠出原則の基  

礎年金であるということに大きく起因し、なかなか明確な回答の出にくい論点と考える。   

資料1－4（免除）、資料1－6（厚年適用拡大）、資料1－8（在老）の各論点は、執  

行面を含めた税制との一体的議論が望まれる。04年改正時、公的年金等控除や老年者控除  

の見直しと年金制度が一体的に議論された先例もあり、これをさらに発展させた議論が必  

要と考える。  

以上  
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各論点に対する意見  

読売新聞東京本社 林 真奈美   

【徴収時効の見直し】   

免除制度や学生納付特例等の対象にならない支払い能力のある者に、5年間も無利息で納付猶  

予をする必要があるかどうか疑問。納付意欲を減退させるうえ、保険料が給与天引きのサラリー  

マンに不公平感を抱かせるのではないか。時効や受給資格期間について周知徹底を図ることで、  

時効のために受給権を失うようなケースを減らしていくべき。現状において、徴収時効の長期化  

で救済される事例が多いとするなら、特例として時限的に2年を超える過去分の追納を認めるこ  

とは考えられるのではないか。   

【受給資格期間の見直し】   

例えば10年に短縮すれば、現在の無年金者およびその予備軍の多くが年金受給者になれると  

思われる。受給期間の短縮は、目の前にある無年金解消の一手段として有効。期間については、  

納付意欲への影響、低年金者の増加懸念などを勘案しつつ決める必要がある。   

短縮したとしても、20歳から60歳までの40年間、国民年金への加入義務があることに変  

わりはない。低年金者の発生を防ぐためにも、広報の徹底、保険料の徴収強化を図るべき。   

従来は、受給資格期間等についての知識がなかったために、無年金に陥っているケースも多い  

と思われる。納付意欲や給付水準を考えれば、受給資格期間はある程度あった方が望ましい。制  

度の周知徹底、後出の「低所得者に対する保険料免除制度の職権適用」の導入などで、期間不足  

に陥らない状況が整えば、改めて検討してもいいのでは。   

【低年金者・低所得者への加算】   

低年金者への最低保障機能について、社会保険である年金制度の枠組みで実施することには慎  

重論も多いが、保険料の納付意欲への影響や、通常受給者とのバランスなどを十分考慮した上で、  

年金制度に取り込む方が、この問題を解決する現実的な対応ではないか。   

年金制度の不足を補う制度を別途設けるとしても、国も地方も厳しい財政事情の中、年金の実  

施者の他に実施するところがあるだろうか。結局、年金制度の中に位置づけて実施することとせ  

ざるをえないのではないか。   

また、国民年金には、皆年金の実現のために、20歳前障害に対する障害基礎年金など、一般  

の保険では成り立たない福祉の観点からの仕組みが盛り込まれている。従って、最低保障が必ず  

しも年金制度に馴染まないとは言えないのではないか。  

【免除制度の職権適用】  
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所得情報に基づき行政側が一方的に手続きをしてしまう、というようなものではなく、書類等  

を行政側が作成し、本人の同意を得て手続きに入る形を想定している。もちろん、適用対象であ  

っても保険料を納めたい人には納付してもらう。現行の免除勧奨をさらに徹底させて、こうした  

適用が実現できるなら、それで結構。   

【育児期間中の保険料免除】  

ぜひ実現してほしい。現行の育児休業中の保険料免除は、厚生・共済年金加入者のみ、しか  

も、育児休業を取得した場合のみ適用される。しかし、経済的な事情や職場環境の問題で育児休  

業を取得できない人もまだ多い。また、自営業者等の国民年金第1号被保険者とその妻にはこう  

した制度がないうえ、第1号の妻は専業主婦であっても第3号被保険者になれない。不公平感が  

ある。   

年金制度の枠外で実施すべきとの意見もあるが、少子化対策、育児支援はあらゆる制度を通じ  

て取り組んでいくべき課題。年金の恩恵を感じにくい若年世代が、年金制度への参加意欲を向上  

させる効果も期待できる。   

【非正規雇用者に対する厚生年金の適用拡大】   

国会提出中の法案の早期成立を。そのうえで、新基準のうち、勤務期間、事業所規模について、  

さらに拡大してゆくべき。標準報酬月額の下限については、国民年金保険料とのバランスから引  

き下げは困難と思われるが、これが厚生年金の適用逃れの手段に利用されないよう、監視してい  

く必要がある。   

国民年金保険料の事業主徴収については、ワーキンググループでのヒアリングの際に、パート  

の多い業界の一部からも前向きな発言をいただいた。事業主に新たな事務負担を求めることにな  

るが、本来なら厚生年金に加入させて保険料の事業主負担を求めるべ・きところであり、雇用者と  

しては、正規・非正規を問わず従業員の将来に責任を持つのは当然ではないか。   

【国民年金の適用年齢】   

稼得能力のない者を加入させるのは制度の趣旨から言って疑問。適用年齢を引き下げる必要性  

は感じられない。むしろ、検討するとすれば、適用年齢の引き上げではないか。より年金制度に  

関心を持つ世代に適用範囲をシフトさせれば、納付率の向上が期待できる。適用前の障害の取り  

扱いについては工夫する必要がある。ただ、学生納付特例なども定着しつつある状況を考えれば、  

優先度の高い検討事項とは言えないのではないか。   

【第3号被保険者】   

第3号の中にはパートとして就労する人も多いが、第3号にとどまるために就労抑制してい  

るケースが目に付く。働く意欲を持ちながらも、第3号に押し込められているというのが実情で、  

女性の老後の所得保障を充実させる観点からも、第3号制度の見直しが求められる。  
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2008．6．26  

平成16年改正後の残された課題についての意見  

横浜国立大学 山口 修  

掲題の各項巨＝こついて以下のとおり意見を申し上げます。  

1．国民年金保険料の徴収事項（2年）の見直し   

諸外国の例も参考に保険料納付の時効期間を延長し、受給権付与の機会を拡  

大するとともに、負担能力のある者に対しては強制徴収期間が拡大されること  

からその徹底を図る等により、未納問題の改善に努めることに賛成である。   

もともと国民年金は社会保険方式をベースに設計されており、保険料拠出期  

間と年金受給権（受給資格の充足や年金給付額の水準）が連動する仕組みとな  

っている。 このような制度において、短期の消滅時効を設定することは、保険  

料未納者が受給権を取得する可能性の範囲を狭めるものであり、次項の「老齢  

基礎年金の受給資格期間の見直し」の取扱いとも関連するが、保険料未納者の  

受給権付与をどのように整理するかという問題となる。   

仮に、今後の免除申請の勧奨の強化等によっても保険料未納者を完全になく  

すことができないとすれば、一定の未納者は今後も存在し続けることが予想さ  

れる訳であり、その場合、拠出した保険料が無駄にならず、受給権に結びつく  

ような仕組みを提供することが結果的に未納者の自発的な拠出意欲の向上に  

繋がるものと思われる所以である。  

2．老齢基礎年金の受給資格期間（25年）の見直し   

受給資格期間を短縮して、10年程度とすることに賛成である。   

現状のわが国の受給資格期間は先進諸国と比較して著しく長いものとなっ  

ており、保険料の未納期間がある者にとって、受給権を確保する上で大きな障  

害となっている。   

もともと、昭和60年の基礎年金の導入により国民共通の制度が創設され、  

20歳～60歳の間、従事する職業に関係なく一貫して適用される制度が導入さ  

れたのであるから、本来、この時点でこの種の受給資格期間を設ける必要性は  

なくなった筈である。つまり、法律が遵守される限り、全員が40年のフルペ  

ンションを受給する仕組みとなったのであるから、さらに法律上で別途25年  

ゐ受給資格期間を設ける必然性はなくなったものといえる。   

にもかかわらず、あえて基礎年金として、25年の受給資格期間が設けられた  
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のは、何らかの理由で保険料が未納となることを想定したためと解される。そ  

うであるとすれば、25年を決める前提として保険料未納者の受給権保護の観  

点も含めて、適切な受給資格期間はどの程度とすべきかを十分検討する必要が  

あったのではなかろうか。   

その際、受給資格期間を短縮化することによって、年金額が僅少となること  

をもって反対する意見があるが、現状は僅少額ですらなく全く支給されない状  

態（＝OP三り からの改善となる点を重視する必要があろう。さらに、基礎年金  

については仮に40年加入の満額年金を受給できたとしても、それだけでは十  

分な生活ができない正に基礎的な水準であり、何らかの追加的収入が必要とさ  

れる現実を考えると、これら低年金者の問題は別途の政策課題として対応して  

いく必要があろう。   

なお、企業年金の一種である厚生年金基金においては、1ケ月の加入でも年  

金が支給される仕組みになっており、短期加入者にも受給権が付与される考え  

方が採られていることを補足しておきたい。  

3．低年金者・低所得者に対する加算等   

社会保険方式をベースとする現行の基礎年金制度において、 保険料の拠出を  

伴わない広範な給付をビルトインすることは公平性の観点から難しいものと  

思われる。このため、低年金者が低所得者となり、老後の所得保障が十分受け  

られない問題に対する手当ては生活保護の拡充や新たな社会扶助制度の展開  

等、別途の政策課題として取扱うことが望ましい。   

その際、受給対象者に対する資力調査についてはフローの所得に限定する等、  

現行の生活保護よりも緩和した基準の適用を検討すべきであろう。  

4．国民年金制度の職権による免除制度   

国民年金の免除を本人の申請を待たずに職権で行うことについては、加入者  

本人の拠出意思と無関係に免除が進められる可能性があり、また以前問題とな  

った収納率向上対策として安易に行われる危険性があるため、賛成できない。   

今後は、従来以上の丁寧な説明による免除勧奨を通じて、本人の意思に即し  

た免除申請が円滑になされるように努めていくべきである。  

5．育児期間中の保険料免除   

次世代育成のために厚生年金グループで行っている保険料の免除制度と同  

等の仕組みを国民年金グループでも行うことに賛成である。   

賦課方式の年金制度においては、次世代が現世代を支える構造になっており、  
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その担い手となる子供の育成に伴う負担を軽減する措置は、国民年金、厚生年  

金の区別なく実施されるべきである。国民年金は定額保険料・定額給付であり、  

世代内の所得移転のない制度というが、障害年金等においては保険料納付期間  

に比例しない給付がなされており、本件、育児期間中の保険料免除についても  

同様の考え方により導入することができよう。  

6．パート労働者に対する厚生年金適用の拡大等   

当面、被用者年金一元化法案に織り込まれた正社員に近いパート労働者につ  

いての厚生年金の適用拡大の早期成立が期待されるが、パート労働者に対する  

厚生年金の適用拡大の問題は、引き続き推進していかなければならない重要課  

題と考える。   

その場合、適用を猶予する企業規模の最終的な目標は従業員数5人未満とし  

て、この目標に向けて適用猶予の水準を順次、計画的に引き下げていく方法が  

現実的な手法ではないかと考える。この場合、標準報酬の等級下限はパート労  

働者の実態に合わせて引き下げ、保険料拠出を行い易くすることが望ましい。   

また、新たな等級下限に基づく保険料の額が国民年金保険料の水準に満たな  

い場合であってもそれは容認し、考え方としては厚生年金グループ内での所得  

移転がなされているものと整理する。   

なお、国民年金保険料せ事業主がパート労働者の給与から天引きして代行徴  

収する案については上記適用の拡大の流れに反するものであり、現状の適用猶  

予を固定化させる懸念があるので、賛成できない。  

7．成人年齢の見直しと国民年金制度の適用年齢の変更   

現行の20～60歳という国民年金の適用年齢は、昭和36年に国民年金が導入  

された時点での成年年齢から支給開始年齢までの期間としたことが継承され  

ているものと思われるが、その後の制度変更によって、今日では積極的な意味  

をなくしている。 ここでは、成人年齢との関係で適用年齢の問題を提起してい  

るが、むしろ支給開始年齢との関係から適用年齢は65歳まで延長すべきもの   

と思われる。   

その際、40年の保険料納付でフルペンションを支給するという現行の制度設  

計を変更し、上限なしの納付期間比例の定額年金（基礎年金導入前の旧国民年  

金法にもとづく老齢年金の方式）とすべきであろう。   

また、成年年齢が18歳に引き下げられた場合、引き続き国民年金のみが20  

歳からの適用を継続することになると他の制度との調和がとれなくなるばか   

りでなく、新成人として保険料納付義務を果たすという自覚が育まれない虞が  

懸念される。現在でも18歳から企業で勤務している者については厚生年金が  
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適用されているのであり、国民年金についても新成人年齢に変更することでむ  

しろ整合性が高まるものと思われる。   

また、現行の適用年齢のうち20～22歳の間は所得のない大学生等の学生が  

太宗を占めており、適用開始年齢を18歳へ引き下げることは、所得のない者  

への適用拡大になるとの指摘もあるが、実態的には学生納付特例を申請する時  

期が3年生から1年生に早まるという事態に変わるだけのことと考えられる。   

仮に成年年齢が18歳に引き下げられ、国民年金の適用年齢も18～65歳に拡  

大された場合、納付期間比例の定額年金を用いれば47年納付実績のある者の  

基礎年金額は77．6千円（＝66千円×47／40）に引き上げられることになる。   

なお、現行の20～60歳という国民年金の適用年齢は、厚生年金の適用年齢  

よりも短く、この範囲外（20歳未満又は60歳以上）の被保険者については、  

その納付する保険料の中に含まれる基礎年金対応部分が、給付に反映されてお  

らず掛け捨てになっているが、上記のような適用範囲の拡大によって拠出に見  

合う給付が実現されることになる点も見逃せない大きなポイントである。  

8．高齢者雇用と整合的な仕組み（在職老齢年金等）   

諸外国では、支給開始年齢以降については就労所得があっても年金額が減額  

されない取扱いが多い。この背景には、年金受給権と雇用契約にもとづく賃金  

とは、それぞれ別個の契約に基づく収入であり、賃金はあくまで働いた労働の  

対価として得られたものであって、その賃金が得られたことを理由に本来の年  

金受給権が減額されてよいとする考え方がなじまないためと思われる。   

確かに、社会保険方式の公的年金制度において、年金受給権が保険料拠出実  

績とは関係のない理由、特に労働の対価としての賃金を得たという理由で減額   

されることの正当な根拠を見出すのは難しいように思われる。   

したがって、年金受給権を確保するという観点からは、支給開始年齢以後の  

年金給付については、在職している場合でも減額しない取扱いが基本的な考え  

方となる。   

わが国では、現在、支給開始年齢が計画的に65歳まで引き上げられる途中  

にあり、また、企業に対しては65歳までの定年年齢の引き上げや雇用継続制  

度の導入などが義務付けられている。このような中で、現行の60歳代前半の  

在職老齢年金の仕組みは、65歳支給開始までの経過的な段階での取扱いであ   

ると理解できる。   

したがって、この間に年金受給要件を満たして、なお在職している者につい  

ては、いわば支給開始年齢の延長を先取りする形で勤務することを選択してい  

る存在であると考え、60歳代前半の在職者については老齢年金の年金給付は  

全部停止する取扱いが想定しうる。  
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逆に、65歳以上の在職者については、基本的に減額しない年金を給付する方  

法が年金受給権の確保を重視する考え方からの当然の帰結となる。また、基礎  

年金が減額対象とされていないこととも整合的になろう。   

このような年金受給権確保の視点だけからの議論は、やや極端な結論になっ  

ているかも知れないが、（新）支給開始年齢を境に減額の有無を区分する取扱  

いが簡素で分かりやすいと考える所以である。  

9．第3号被保険者制度   

この制度は世帯単位の厚生年金制度に個人単位の基礎年金制度を接合させ  

たところから生じたものであり、基本的には厚生年金グループ内での問題とし  

て捉えるべき性格の問題と思われる。   

つまり、厚生年金では事業主負担があるなど、保険料の負担面に関しては国  

民年金との間で制度的に大きな差異があり、第1号被保険者と第3号被保険者  

の部分だけを取り出して、単純な不公平問題として議論するのは感情的には理  

解できない面もないではないが、合理的な比較論とは言えないからである。   

そこで、厚生年金グループ内での公平論に関連して具体的に方法論を述べる   

と、平成二16年改正法による離婚時の第3号被保険者の取扱いを夫婦いずれか  

一方でも厚生年金が適用されるすべての夫婦に拡大することが必要ではない  

かと考える。   

平成16年改正時の考え方「被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険  

料について、当該被扶養配偶者が共同して負担したものであるという基本的認  

識とする」とは、共働き夫婦の場合も含めてすべての夫婦にあてはまる共同負  

担概念であり、また離婚をしない場合であっても当然にあてはまるものである。   

このような考え方を具体の制度運営に当てはめると、厚生年金の記録管理に  

ついて従来からある保険料納付記録（第一一記録）のほかに、夫婦負担調整後の  

配分記録（第二記録）を新たに設け、年金給付は専ら第二記録の報酬額にもと  

づいて決定するという仕組みに変更することになる。そして、この第二記録に  

おける報酬額は夫婦の報酬額を合算して2で割った額（配偶者が第1号または  

第3号の被保険者の場合は、第一記録が0となるため、合算して2で割ると、  

夫婦で半額ずつとなり、夫婦とも第2号被保険者の場合は報酬額が平均化され  

ることになる）とし、世帯単位の考え方を活かしつつ、個人単位の年金権を確  

立していくことにより、厚生年金グループ内での公平が保たれることにするの  

である。   

現行の仕組みでは第2号被保険者は自分の払った保険料で自分の所得に応  

じた年金受給権を確保しているため、その配偶者たる第3号被保険者の負担が  

行われていないように感じられるのである。上記のような第二記録を作り、第  
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2号被保険者は納付保険料に対して半分の受給権しか付与されない形が明確  

になれば、明らかに配偶者分の拠出がなされていると感じられる筈である。   

ただし、この仕組みを導入するにあたっては、過去に遡って第二記録を作る  

ことは難しく、また事務処理ミスの原因になる可能性も高いため、施行日以後  

について記録の分割を行うこととし、施行日以前の分割の取扱いは現行どおり、  

離婚時に限り年金権の分割を行う取扱いとすることで対応すべきである。  

以上  
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社会保障審議会年金部会での意見書  

米澤康博（早稲田大学）  

（1）税方式か保険料方式かに関して，  

税方式か保険料方式かの点は理論的に再度整理しておく必要があろう。年金のそもそ   

もの意義，機能を「長生きリスクへの保険機能」と捉えるならば保険料方式の方が適切   

である。年金で引退後の最低限の生活費用を年金給付で賄うとすれば保険料方式はそれ   

を可能とするが，税方式，特に消費税で行うとすれば同じ給付額を受けても実質の消費   

額は消費税分減少するからである。長生きをする場合，この減少効果は大きくなる。実   

際，簡単なモデルの下，期待効用によって両者を比較すると保険料方式の方が期待効用   

は大きくなることが確かめられる。  

（2）「育児期間中の保険料免除」への財源について，  

この制度によって出生率の回復が認められるのであれば，その財源として年金積立金   

を使用することも検討に値しよう。広く，少子化対策の財源は国債の発行によって賄う   

のが適当と考える。要するに負担は将来世代が負う訳であるが，将来世代数がその分増   

加していれば一人当たり負担は大きくないからである。ところが公的年金は現在積立金   

を持っており，それを財源とすることは国債の発行と同じ効果を持っているので検討に   

値すると思われる。当然ながら慎重に検討されなければならない。  
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第10回社会保障審議会年金部会  

平成2 0年7 月 2 日  
資料6  

経済財政改革の基本方針2008 ～開かれた国、全員参加の成長、環境との共生～  

（平成20年6月27日閣議決定）抄  

屠2卓 願力の螢堕  

1．経済成長戦略  

【具体的手段】  

Ⅱ グロー／くル戦略  

⑤ 国際競争力ある成長分野の創出   

・「株式市場の厚み」と「老後の資産形成」の両方に資することから、企業型確定拠出年金にお  

ける個人拠出（マッチング拠出）の導入等について検討し、平成20年内に結論を得る。   

・公的年金基金の運用について、 国民の立場に立って、幅広く検討を行う。  

昇〃一章ノ荻島カの琴些  

4．働：（税制改革の重点事項）  

【具体的手段】  

（2）世代間・世代内の公平の確保   

・老後の資産形成に資するよう、企業型確定拠出年金における個人拠出（マッチング拠出）の  

導入等について検討する。  

屠5＿章 剋lぞきる社会勝家屠（玖凱虜民生芽の席碧  

1．国民生活を支える社会保障制度の在り方等  

【具体的手段】  

（2）重要課題への対応   

②持続可能な年金制度の構築   

・年金記録問題について、「ねんきん特別便」の送付などの取組を着実に進め、信頼を確立する。   

・社会保険庁を廃止して「日本年金機構」を設立し、意欲と能力のある人材による国民に信頼  

される組織を構築する。   

・被用者年金制度の一元化やパート労働者への社会保険適用拡大を実現する。   

・基礎年金国庫負担割合については、「平成16年改正法」に基づき、所要の安定的な財源を確  

保する税制の抜本的な改革を行った上で、平成21年度までに2分の1に引き上げる。   



成長戦略実行プログラム（別紙）  

2．グロー′くル戦略  

（5）国際競争力ある成長分野の創出  

（ア）金融・資本市場の競争力強化  

②確定拠出年金  

以下の施策について検討する。  

・企筆型確定拠出年金における個人拠出（マッチング拠出）を導入する  

・個人型確定拠出年金の対象範囲を拡大するとともに、転職時における関係者間の連  

携等により、ポータビリティを一層確保する。  

③公的年金基金の運用改善  

・公的年金基金の運用について、 国民の立場に立って、幅広い検討を行う。なお、そ  

の際、年金積立金管理運用独立行政法人の神奈川県への平成20年度末までの移転に  

ついて、延期するための措置を早急に講ずる  
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